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2023年度決算
投資家説明会

⻲澤です。
本⽇はお忙しい中、私たちMUFGの説明会にご参加いただき、ありがとうございます。
 23年度決算の内容については、先⽇のネットコンファレンスでCFOの⼗川より、

説明しておりますので、本⽇は、「決算の概要」はポイントだけに留め、
前中期経営計画の振り返りと、今年度から始まる3か年の中期経営計画を中⼼に
お話したいと思います。

それでは、資料の6ページまでお進みください。
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ディスクレーマー
本資料には、株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ（以下「当社」という）およびそのグループ会社（以下「当グループ」という）に関連する予想、⾒
通し、⽬標、計画等の将来に関する記述が含まれています。これらは、当社が現在⼊⼿している情報に基づく、本資料の作成時点における予測等を基
礎として記載されています。また、これらの記述のためには、⼀定の前提（仮定）を使⽤しています。これらの記述または前提（仮定）は主観的なもので
あり、将来において不正確であることが判明したり、将来実現しない可能性があります。このような事態の原因となりうる不確実性やリスクは多数ありますが、
これらに関する追加情報については、当社の決算短信、有価証券報告書、統合報告書、ディスクロージャー誌、アニュアルレポートをご参照ください。なお、
本資料における将来情報に関する記述は、上記のとおり本資料の⽇付（またはそこに別途明記された⽇付）時点のものであり、当社は、それらの情報を
最新のものに随時更新するという義務も⽅針も有しておりません。 また、本資料に記載されている当社ないし当グループ以外の企業等にかかわる情報は、
公開情報等から引⽤したものであり、かかる情報の正確性・適切性等について当社は何らの検証も⾏っておらず、また、これを保証するものではありません。
なお、本資料における当グループに係る財務情報は、別途記載のない限り、⽇本会計基準ベースの数値（本邦の管理会計基準を含む）を使⽤してい
ます。⽇本会計基準と、⽶国会計基準は重要な点で違いがあります。⽇本会計基準と⽶国会計基準、その他会計基準の違いおよび財務情報に与え
る影響については、専⾨家にお問い合わせください。また、本資料は、⽶国外で発⾏されるものであり、⽶国内に居住する個⼈の⽅を対象としたものではあ
りません。

連結︓ 三菱UFJフィナンシャル・グループ（連結）
2⾏合算︓ 三菱UFJ銀⾏（単体）と三菱UFJ信託銀⾏（単体）の単純合算
銀⾏連結︓ 三菱UFJ銀⾏（連結）
DS︓   デジタルサービス事業本部
R&C︓ 法⼈・リテール事業本部
RD︓   リテール・デジタル事業本部
法⼈ウェルス︓法⼈・ウェルスマネジメント事業本部
JCIB︓ コーポレートバンキング事業本部
GCIB︓ グローバルCIB事業本部
GCB︓ グローバルコマーシャルバンキング事業本部
受財︓ 受託財産事業本部
市場︓ 市場事業本部

本資料における計数・表記の定義

持株︓ 三菱UFJフィナンシャル・グループ
銀⾏︓ 三菱UFJ銀⾏
信託︓ 三菱UFJ信託銀⾏
証券︓ 三菱UFJ証券ホールディングス
MUMSS︓ 三菱UFJモルガン・スタンレー証券
MSMS︓ モルガン・スタンレーMUFG証券
MS︓ Morgan Stanley
ニコス︓ 三菱UFJニコス
MUAH︓ ⽶州MUFGホールディングスコーポレーション
MUB︓ MUFGユニオンバンク
KS︓ クルンシィ（アユタヤ銀⾏）
BDI︓ ダナモン銀⾏
FSI︓ First Sentier Investors
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キーメッセージ

• 23年度実績 親会社株主純利益は1兆4,907億円とMUFG発⾜以来の最⾼益を更新
• 24年度⽬標 親会社株主純利益は過去最⾼を更新する1兆5,000億円
• 株主還元 累進的配当を継続、24年度予想配当⾦は23年度⽐+9円の50円

総額1,000億円を上限とする⾃⼰株式取得を決議

23年度実績・24年度⽬標・株主還元

新中期経営計画の概要
• 基本⽅針 「成⻑」を取りにいく3年間と位置付け、「成⻑戦略の進化」「社会課題の解決」

「企業変⾰の加速」を通じ経済的価値・社会的価値を⾼め、世界が進むチカラになる
• 財務⽬標 ROE⽬標は9%程度。着実な利益成⻑と成⻑に向けた投資を両⽴し、更なる株主

価値向上をめざす
• 資本政策 基本⽅針は不変。資本運営の透明性の向上を⽬的とし、CET1⽐率のターゲット

レンジを9.5%－10.5%に拡⼤

前中期経営計画の振り返り
• 財務実績 ROEは8.5%と⽬標を上回る⽔準
• 主要戦略 稼ぐ⼒の向上とMUB売却や経費削減等の事業の強靭化を両⽴し、

成⻑戦略・構造改⾰とも⽬標を⼤幅超過達成
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23年度決算の概要 5

前中期経営計画の振り返り 8

新中期経営計画の概要 15

新中期経営計画の各戦略 36

Appendix 54

⽬次
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23年度決算の概要
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23年度決算の概要 前中計の振り返り 新中計の概要 新中計の各戦略
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23年度実績
－稼ぐ⼒が⼤きく向上し、親会社株主純利益は1兆4,907億円と業績⽬標を超過達成

23年度22年度

⽬標⽐
MUB
評価損

調整後*1
前年度⽐実績実績

（億円）

--2,29547,32545,030業務粗利益1

--▲19928,88729,087営業費（▲）2

3,937-2,49418,43715,942業務純益3

▲1,979▲2,1701,769▲4,979▲6,748与信関係
費⽤総額4

2,7793,72111,07221,27910,207経常利益5

1,907-3,74214,90711,164親会社
株主純利益6

親会社株主純利益の増減要因*2

*1 MUB保有資産の評価損等として22年度に計上した8,937億円（税後）のうち、22年度決算で特別利益として戻⼊となった⾦額を調整。与信関係費⽤総額︓3,939億円、
経常利益︓7,350億円 *2 内訳は税後ベース *3 MUB保有資産の評価損等として22年度に計上した1,586億円（税後ベース）

*4 22年度に計上した⽶国の年⾦バイアウトに伴う⼀時的な費⽤▲781億円（税前）や関連会社（中京銀⾏）株式の売却損▲294億円（税前）の反動 *5 23年度よりMSの持分法を適⽤
する決算期を従来の1⽉-12⽉から4⽉-3⽉へ変更。当該変更に伴い、23年度はMSの23年1Q（2023年1⽉-3⽉）決算に基づく取込損益額841億円を含む15ヵ⽉間の損益を取込

連結
14,907

11,164

12,750

22年度 業務
純益等

与信
費⽤

その他 MS期ズレ
影響

23年度

（億円）

*5MUB売却
に伴う

収益剥落等

業務純益影響

MUB売却に
伴う⼀時損失*3

*4

 23年度は、表の６⾏⽬、親会社株主純利益が1兆4,907億円となり、
MUFG発⾜以来の最⾼益を更新しました。

ユニオンバンクの売却影響を単年度で打ち返し、前年同期⽐で
約3,700億円の増益となりました。顧客部⾨を中⼼に、稼ぐ⼒が向上したことで、
業務純益が⼤きく増加したことが主たる要因です。

 7ページをご覧ください。
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23年度決算の概要 前中計の振り返り 新中計の概要 新中計の各戦略
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15,000

14,066

14,907

24年度業績⽬標

増減24年度
業績⽬標

23年度
実績（億円）

1,06319,50018,437業務純益1

979▲4,000▲4,979与信関係費⽤総額2

1,28221,50021,279経常利益3

93415,00014,907親会社株主純利益4

連結

*1 23年度実績からのMSの持分法適⽤決算期の変更影響（経常利益︓1,061億円、親会社株主純利益︓841億円）除き *2 内訳は税後ベース *3 KSの連結決算期変更影響を含む。24年度よりKSの連結決算期
を従来の1-12⽉から4-3⽉へ変更。24年度はKSの2024年1-3⽉期決算を含む、15ヵ⽉間の損益を取込予定。本変更に伴うGCB事業本部への影響額は、親会社株主純利益で約200億円（KSの2024年1-3⽉期決
算に基づく取込損益額の試算値。税後・持分⽐率勘案後。為替等の影響で変動する可能性あり）

親会社株主純利益の増減要因*2

*3

（億円）

23年度

業務純益影響

為替
影響

業務
純益等

与信
費⽤

株式関係
損益等

その他

*1

*1

24年度*3

MS
期ズレ
影響

－24年度の親会社株主純利益⽬標は1兆5,000億円

 24年度の業績⽬標です。
親会社株主純利益の⽬標を1兆5,000億円に設定します。

24年度は円⾼による減益影響を、主に業務純益の積み上げによって打ち返します。
それでは、9ページをご覧下さい。
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前中期経営計画の振り返り
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23年度決算の概要 前中計の振り返り 新中計の概要 新中計の各戦略
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5.6%

7.8%
7.0%

20年度 21年度 22年度 23年度

財務実績

7,770 

20年度 21年度 22年度 23年度

14,907

20年度 21年度 22年度 23年度

18,429

ROE⽬標・資本運営のターゲット

ROE⽬標達成に向けた3つのドライバー

ROE

ターゲットレンジ9.5–10%
9.7%

10.4% 10.3%
10.1%

21/3末 22/3末 23/3末 24/3末

CET1⽐率*2

利益 経費 RWA*7

親会社株主純利益営業純益*3

CAGR
24.3%

（億円）

顧客
部⾨

－稼ぐ⼒が⼤きく向上し、ROE⽬標を達成。CET1⽐率は安定的に運営

117.8

130.0

21/3末⽐
為替影響 約＋13.5兆円

MUB
売却

21/3末 24/3末

（億円） （兆円）

8.5% 
(8.1%*1) 

20,900

10,123

12,470

0%

100%

200%

ベース
経費

MUB
売却

20年度

業績
連動

*4

26,725

23年度

経費率 経費率
69％ 61％

28,887

21/3末⽐ 為替影響
約＋3,500億円（概算値）

成⻑
投資

*4

⽬標7.5%
達成

⽬標1.4兆円
達成

⽬標
安定的に1兆円以上

達成

⽬標
20年度⽔準*6

達成

⽬標
21/3末⽔準

達成

*4

*5

全社 削減
増加

*1 MSの持分法適⽤決算期の変更影響除き *2バーゼルⅢ規制最終化（完全実施）により2029年3⽉末に適⽤される規制に基づく試算値。その他有価証券評価差額⾦を除く
*3 社内管理上の連結業務純益 *4 社内管理上の計数（補正後） *5 MUB売却影響約▲2,100億円（概算値） *6 業績連動を除く
*7 リスクアセット。バーゼルⅢ規制最終化（完全実施）により2029年3⽉末に適⽤される規制に基づく試算値。その他有価証券評価差額⾦を含む

まず、前中期経営計画における財務実績を振り返ります。
 この3年間は、ROE⽬標7.5％の必達に向けて「利益」、「経費」、「リスクアセット」の3つを

ドライバーとし、ROEに拘った運営を⾏いました。
左下の「利益」は、成⻑戦略を着実に仕上げ、顧客部⾨の営業純益が伸⻑した結果、

親会社株主純利益は3年連続で1兆円を超え、23年度は1兆4,907億円と
⽬標を⼤きく超過しました。

 20年度の同利益が7,770億円だったことを考慮すると、
3年間で7,000億円を超える利益成⻑を実現したことになります。

下段中央の「経費」は為替影響を除くと、当初⽬標通り、
20年度の⽔準以下でコントロールすることができました。

ユニオンバンク売却を含む構造改⾰やベース経費の抑制で捻出した資源を、
国内外の成⻑領域へ振り向け、業容拡⼤に繋げました。

右下の「リスクアセット」は、為替影響を除くと、20年度末並みの⽔準に抑制しました。
⼀⽅で、利益は⼤きく伸ばすことが出来たことを考慮すると、
リスクリターンに拘った運営を徹底できたと考えています。
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23年度決算の概要 前中計の振り返り 新中計の概要 新中計の各戦略

10

株主価値向上に向けた取り組み①
－3つのドライバーに取り組みROEを⼤きく改善、株主価値を向上

PBR・ROE推移*1 取り組みの成果

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

4% 5% 6% 7% 8% 9%

2021年
3⽉末

2024年
3⽉末

着実なROE向上と環境変化により
PBRは1倍近傍に

（PBR）

（ROE）

PBR PER ROE

ROEは⼤きく向上

実績 約6,400億円
（⽬標⽐＋約4,900億円）

成⻑戦略1

実績 約3,400億円
（⽬標⽐＋約2,400億円）

構造改⾰1 2

配当︓ 1.2兆円
⾃⼰株式取得︓ 1兆円

キャピタルマネジメント2

RWA

株主資本

CET1⽐率のターゲットレンジ運営RORAの改善

親会社株主純利益

RWA

1

2

2

3

MUB売却
経費削減効果*3

▲2,100億円
RWA減少

⇒⼀部を⾃⼰株式取得に充当

政策保有株式

5,390億円*2売却

顧客部⾨収益
20年度

10,123億円
23年度

20,900億円

経費率
20年度
69%

23年度
61%

3

*1 ROEは東証基準 *2 取得原価ベース、銀⾏・信託の単純合算 *3 23年度における20年度対⽐の影響額

将来の成⻑に向けた資本活⽤（次ページ）

顧客部⾨収益*3

▲1,000億円

 10ページは、株主価値向上に向けた取り組みと主な成果です。
 3年間で成⻑戦略、構造改⾰、及びキャピタルマネジメントに確りと取り組み、

ROEを引き上げたことで、PBRは1倍近傍まで改善しました。
 さらに、将来の成⻑に向けた取り組みも⾏いました。
次のページにお進みください。
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23年度決算の概要 前中計の振り返り 新中計の概要 新中計の各戦略
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株主価値向上に向けた取り組み②
－パーパス「世界が進むチカラになる。」の下、企業変⾰は⼤きく前進

MUB売却を完遂した⼀⽅、将来の成⻑のため7,000億円以上の戦略出資を実施

将来の成⻑に向けた資本活⽤

合計7,000億円以上

戦 略 出 資
アジア デジタル関連

グローバル
AM/IS

2023

MUIP
Garuda
Fund

約130億円

2022

MUFG
Ganesha

Fund

約370億円

2023

Capital
Nomura

Securities *1

約210億円

2024

約660億円

2023

約870億円

2022

約260億円

2023

約320億円

2020–2023

約2,330億円*2

2022

約140億円

2023

約160億円

2024

約1,100億円*3

2023

約500億円*4

売 却

2022

約2.1兆円

2022

約100億円

• オンラインチャネルの拡充と店舗網の効率化
• BaaS等の新たな商品・サービス展開

デジタル・トランスフォーメーション

• エンゲージメント経営の実施
• ⼥性マネジメント⽐率は22.3%まで向上
• 社員が⾃ら挑戦するマインドの醸成

カルチャー改⾰
参照 P. 24

• カーボンニュートラル宣⾔
• トランジション⽩書の発刊

環境・社会課題解決への貢献
参照 P. 23

U.S. Bancorp
への売却完遂

MUFG Wayの設定とパーパスの導⼊

企業変⾰への取り組み

*1 現在はKrungsri Capital Securitiesに名称変更 *2 Mars Growth Capital（約1,660億円）とMars Equity Fund（約670億円）の合計
*3 出資額1,110百万豪ドルの2024年4⽉末為替レートによる円貨換算額 *4 当初出資額300百万ユーロの2024年4⽉末為替レートによる円貨換算額

左側、パーパス「世界が進むチカラになる。」の下、企業変⾰は、それぞれの領域で⼤きく前進、
⼿ごたえを感じています。

詳細については、今後の取り組みとあわせて後ほどお話しします。
また、右側の通り、将来の成⻑に向けた資本活⽤も⾏いました。

ユニオンバンクのU.S.Bancorpへの売却を完遂した⼀⽅、
これまでの3年間で、注⼒領域であるアジア、デジタル、AM/IS領域で7,000億円以上の
戦略出資を⾏い、将来の成⻑に向けた事業ポートフォリオの拡充を進めました。

次の12ページでは、親会社株主純利益の伸⻑と構成利益の推移を⽰しています。

11



23年度決算の概要 前中計の振り返り 新中計の概要 新中計の各戦略

12

▲ 0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

円貨資⾦利益 外貨資⾦利益 信託報酬＋役務取引等利益（連結） 特定取引利益+その他業務利益（連結）

（年度）

（兆円）

親会社株主純利益

マイナス⾦利
導⼊

MUFG発⾜以降の親会社株主純利益と構成粗利益の推移

リーマン・
ショック

－親会社株主純利益はMUFG発⾜以来の最⾼益を更新
環境変化に柔軟に対応し、円貨資⾦利益が低迷する中、外貨資⾦利益・⼿数料収益を増強

*1 管理計数。06年度対⽐の粗利の増減額 *2 銀⾏、信託、ニコス、アコムの合算値。銀⾏、信託のみ⼦会社配当⾦を除く
*3 銀⾏、信託、MUAH、KS、BDIの合算値。銀⾏、信託のみ⼦会社配当⾦を除く *4 22年度、23年度は投信解約益を調整

*1,2,4 *1,3,4 *1 *1,4

私たちが環境変化に柔軟に対応しながら、事業ポートフォリオの多⾓化をすすめ、
稼ぐ⼒を向上してきたことが、お分かり頂けると思います。

⾚い折れ線グラフの円貨資⾦収益が超低⾦利環境により低位に推移するなか、
オレンジの外貨資⾦収益や⻩⾊の⼿数料収益を⼤きく伸ばし、
棒グラフの親会社株主純利益は過去最⾼益を更新しました。

12
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41.0 
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▲25.0

88.5 90.7

124.7

EPSと発⾏済株式総数推移
－利益成⻑と規律のある資本運営の結果、EPSは⼤きく成⻑、MUFG発⾜来の最⾼値を更新

前中計期間中のEPS成⻑
＋64.2円

（うち⾃⼰株式取得効果＋6円）

*1 2006年度の数値は、2007年度に実施した株式分割を勘案 *2 普通株式（除く⾃⼰株式）

（年度）

前中計期間中の⾃⼰株式取得による効果EPS*1（円） 発⾏済株式総数*1*2（億株）

 13ページは、EPSと株式総数の推移です。
着実な利益成⻑に加え、⾃⼰株式取得に継続的に取り組んだ結果、EPSが⼤きく伸⻑、

MUFG発⾜以来の最⾼値を更新しました。
また、発⾏済の株式総数は⾜許、

2008年度の増資前の⽔準に近接するところまで戻しています。
 14ページにお進みください。
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14

MUFGの成⻑を⽀える事業ポートフォリオ
－世界経済の成⻑を取り込む多様性とバランス、そして強靭性を備えたポートフォリオ

*1 （出典）東京商⼯リサーチ23年全国企業「メインバンク」動向調査 *2 MUFGは2⾏合算。他社は24年3⽉末時点で開⽰されている円貨または国内預⾦残⾼をもとに当社作成 *3 （出典）IMF「World Economic 
Outlook Database, April 2024」 *4 MUFGはPB含む。他社は24年3⽉末時点の各社開⽰資料より当社計算 *5 20年度実績を100とした計数 *6 税前利益ベース
ISG︓Institutional Securities、IM︓Investment Management、WM︓ウェルスマネジメント （出典）MS 234Q Strategic Update *7 23年度の管理計数
MS持分法損益は持分法適⽤決算期の変更影響を除く *8 23年度（出典）PFI *9 除くETF *10 ⽇本マスタートラスト信託銀⾏の資産管理残⾼ *11 Private Debt

⽇本
脱デフレ、⾦利が有る世界への回帰の中で強みとなる

国内最⼤の顧客基盤とバランスシートサイズ
世界最⼤の経済圏での成⻑の実現と

MSを通じた安定した経済規模の取り込み

⽶国

個
⼈ • 約3,400万⼝座

50

100

150

200

MUFG 邦銀A 邦銀B 

（兆円）
円預⾦残⾼
169兆円*2

1

アジア
アジア商業銀⾏とデジタル⾦融事業への
投資を通じた多⾯的な成⻑の取り込み

（USD Bn）

2025年予想GDP成⻑率*3

2

7%
5%

2% 2% 1%

インド ASEAN ⽶国 欧州 ⽇本

法
⼈

• 顧客数約100万社
• 全国メインバンク調査

11年連続1位*1

様々な領域で強い機能

プロジェクトボンド*8

グローバル︓ 1位
⽶国︓ 14年連続1位 グローバル︓1位

欧⽶GCIB業務⼀体運営

プロジェクトファイナンス*8

シングルリーダーシップの下での
戦略の⾼度化

MSアライアンス
世界唯⼀のグローバルバンク

同⼠の強固なパートナーシップ

⾼い専⾨性とプレゼンス

ホールセール領域に投⼊資源を集中
MUFGの成⻑を牽引

MUFG
営業純益

＋
MS

持分法損益*7

22%2

29%344%1

インフラ運⽤・PD*11等のオルタナ運⽤に強み国内トップシェア
公募株式残⾼*9︓ 1位
資産管理残⾼*10︓ 1位

多様な商品・運⽤⼒／ワンストップサービス提供⼒

ISG IM
&

WM

MSのバランスの取れた
事業ポートフォリオ*6

MS持分法損益による
⽶国経済の取り込み

⽶州の営業純益は
MUB売却後も着実に成⻑*5

（年度）

3

100
163

20 21 22 23 26

APAC域内貸出
（除く中国・⾹港）*4

0
50

100
150
200

MUFG 外銀A 外銀B

MUB
収益

 前中期経営計画の振り返りの最後に、私たちの事業ポートフォリオを俯瞰し、
MUFGの強みについてお話したいと思います。

 収益の5割弱を占める⽇本では、デフレを脱却し、⾦利のある世界が訪れ、
まさに復調を遂げようとする中で、私たちの持つ最⼤の顧客基盤とバランスシートは、
今後の競争⼒と収益⼒の源泉となります。

 左下、収益の2割強を占めるアジアでは、MUFGがAPAC域内で保有するエクスポージャーは
既に世界最⼤です。パートナーバンクを中⼼としたフランチャイズに、これまで投資した
デジタル⾦融プレーヤーなどを加えたプラットフォームを活⽤することで、
⼈々の様々な経済活動に接点を持つことが可能となりました。アジアの⾼い経済成⻑を
多⾯的に取り込むには⾮常に優位なポジションにいると考えています。

 右上、世界最⼤の経済圏である⽶国は、収益の約3割を占めています。
ホールセール事業に資源を集中させ、着実な利益成⻑を続けていることに加え、
モルガン・スタンレーを通じて⽶国経済全体の成⻑も安定的に取り込むことができます。

 また、これらを⽀える機能⾯の強さが、私たちにはあります。右下、プロジェクトファイナンス等の
世界⼀位のプロダクツ⼒や欧⽶GCIBの⼀体運営体制に加え、
世界唯⼀のグローバル⾦融機関同⼠のパートナーシップであるモルガン・スタンレーとの
アライアンスから得られる機能補完とマーケットプレゼンスがあります。

 また、AM領域では、eMAXIS Slimシリーズはシリーズ合計で9兆円を突破し、
公募株式投信残⾼でトップシェアとなりました。IS領域においても、国内の資産管理残⾼が
⾸位となっています。

 私たちMUFGは、グローバルにみてトップクラスのユニークな事業ポートフォリオを有しています。これを次の3年間
で更に進化させ、世界経済の成⻑と共に、私たちMUFGも成⻑していきます。

 ここから新中期経営計画の概要についてお話します。16ページへお進みください。
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新中期経営計画の概要
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23年度決算の概要 前中計の振り返り 新中計の概要 新中計の各戦略

16

多様なステークホルダーとの
ネットワークを活かし、共創し、

「つなぐ」存在になること

環境認識
－様々な潮流変化や「分断」が加速する中、多様なステークホルダーをつなぎ、パーパスを体現する

環境保全・気候変動
対応の加速

経済の分断
（グローバル化の揺り戻し等）

デジタル化の加速





価値観の変化に伴う新たな
豊かさへの関⼼の⾼まり

¥

国⺠の分断
（所得格差の拡⼤等）

¥

¥¥

¥

¥

国家間の分断
（⽶中覇権争い等）

MUFGを取り巻く経営環境 MUFGが果たすべき役割

コロナ禍からの潮流変化の加速

「分断」の加速

パーパス
（＝「世界が進むチカラになる。」）

を体現

まず、環境認識です。
グリーンやデジタルといった潮流変化は、コロナ禍を経て⼀段と加速、さらに地政学リスクや

グローバル化の揺り戻しが起こるなど、私たちはいま、かつてないほどの「分断」の時代にいます。
私たちの持つネットワークやソリューションには、「つなぐ」機能があります。

この「分断」の時代の中で、私たちは「つなぐ」存在になることで、
すべてのステークホルダーの皆さまが前に進むチカラになりたいと考えています。

 17ページへお進みください。
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23年度決算の概要 前中計の振り返り 新中計の概要 新中計の各戦略

17

新中期経営計画の基本⽅針

パーパスの実現（世界が進むチカラになる。）

企業変⾰の加速
〜会社がかわる

成⻑戦略の進化
〜成⻑をつかむ

社会課題の解決
〜未来につなぐ

株主・投資家

地域・社会 未来の世代
ビジネスパートナー MUFGの仲間

お客さま

－「成⻑」を取りにいく3年間と位置付け、中計の3本柱の取り組みを通じ、経済的価値のみならず
社会的価値も追求し、世界が進むチカラになる

中
計
भ
3
本
柱

中期経営計画の基本⽅針です。
MUFGを取り巻く環境変化をチャンスと捉え、

この3年間を「成⻑」を取りに⾏く3年間と位置付けます。
社会課題の解決に向けた取り組みをより⾼度化し、これに沿った成⻑戦略をよりギアアップして、

持続的な成⻑の実現をめざします。
また、信頼され、選ばれ続ける存在であるために、私たちが変わります。スピード改⾰や、

中⻑期的な成⻑投資を含めた経営基盤の強化などを通じて、企業変⾰を加速させます。
成⻑をつかみ、未来につなぎ、会社がかわる―

これらを中計の3本柱とし、パーパスを実現します。
 18ページにお進みください。
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23年度決算の概要 前中計の振り返り 新中計の概要 新中計の各戦略

18

財務⽬標
－新中計経営計画のROE⽬標は9%程度、CET1⽐率のターゲットレンジは9.5%–10.5%とする

営業純益は23年度⽐30%増益となる2.1兆円以上をめざす

ROE⽬標達成に向けた3つのドライバー ＜⾦融指標の前提＞

ROE⽬標・資本運営のターゲット

• 営業純益︓
2.1兆円以上

• 親会社株主純利益︓
1.6兆円以上

利益
• 低収益性RWAの

削減額︓5兆円
• ⾼収益性RWAの

追加額︓12兆円

RWA
1 2 3 0.1%本邦政策⾦利

3%程度FF⾦利

4万円程度⽇経平均株価

120円台後半ドル円

23年度実績 26年度⽬標 中⻑期⽬標

CET1⽐率*2

（規制最終化（完全実施）） 10.1% 9.5%–10.5%

ROE 8.5%
(8.1%*1) 9%程度 9%–10%

*1 MSの持分法適⽤決算期の変更影響を除く *2 普通株式等Tier1⽐率。29年3⽉末に適⽤される規制に基づく試算値。その他有価証券評価差額⾦を除く

• 経費率︓
60%程度

経費

財務⽬標です。
 ROEを重視する経営⽅針は不変です。26年度のROE⽬標は9%程度としました。

本邦政策⾦利の前提は0.1%です。施策効果でROEを約1%引き上げます。
 これに対するCET1⽐率のターゲットレンジは、9.5%-10.5%とします。

資本運営の透明性を向上させるため、レンジの上限を拡⼤しました。
利益、経費、及びリスクアセットをドライバーとすることも変えません。
 1つ⽬の利益は、26年度の営業純益で、23年度⽐で30%増益となる2.1兆円以上、

親会社株主純利益で1.6兆円以上をめざします。
2つ⽬の経費は、規律を持った運営を続け、同年度の経費率を60%程度とし、
3つ⽬のリスクアセットは、より収益性の⾼いアセットへの⼊れ替えを進めていきます。

 26年度のROE⽬標を実現し、中⻑期⽬標として掲げているROE9%〜10%を
射程に⼊れたいと考えています。

18
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20年度 23年度 26年度

1.2

1.6

－前中計期間の増加幅を上回る⽔準に営業純益の⽬標を掲げ、着実な利益成⻑をめざす
利益成⻑と伸びしろ

*1 管理計数。20年度と23年度・26年度は異なる為替レートを適⽤。そのため、20年度から23年度の営業純益増加額は為替影響を含む

2.1兆円
以上

営業純益
＋5,000億円

前中計
営業純益+3,600億円*1

円⾦利上昇影響
15bpsあたり

+850-1,500億円

参照︓P.53

着実な利益成⻑ 環境変化による伸びしろ

営業純益の推移（兆円）*1

 19ページは、利益成⻑と環境変化に伴う伸びしろについて⽰したものです。
私たちは、過去3年間で、営業純益を4,000億円伸ばしましたが、今後3年間で、

増加幅を更に引き上げ、5,000億円以上の増益となる、2.1兆円以上の営業純益をめざしま
す。なお、この数字は前のスライドでお話しした通り、円⾦利の今後の上昇を前提としていません。
今後の円⾦利の上昇が業績に与える影響は、右に記載の通り15bpパラレルで上昇した場合、
850-1,500億円の増益と試算しています。

 20ページをご覧ください。
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成⻑戦略の進化〜成⻑をつかむ

既
存
商
品

新チャネル

既存チャネル
1

2

3

4既存商品×新チャネル

既存商品×既存チャネル

新商品×新チャネル

新商品×既存チャネル

新たな
事業ポートへの

挑戦

BS収益性の向上
アジア

プラットフォームの
強靭化

法⼈×WM
ビジネス強化

国内リテール
顧客基盤の強化

GCIB・市場⼀体
ビジネスモデルの

進化

資産運⽤⽴国
実現への貢献

GX起点での
バリューチェーン

⽀援

1 3

4

5 7

2 6

新
商
品

参照 P.37–46

－「商品×チャネル」の4象限から7つの戦略を策定。これらの戦略を通じ、国内では⾦利ある
世界での着実な収益化を、海外では強みを有する領域での更なるビジネス拡⼤を狙う

「商品×チャネル」における各戦略の位置づけ 7つの成⻑戦略の概要

顧客タッチポイントの拡充や顧客体験の
進化を通じ「LTV*1×顧客基盤」の拡⼤

国内リテール
顧客基盤の強化

法⼈×WMアプローチの加速による、事業承継・
資産承継ビジネスの強化

法⼈×WMビジネス
の強化

GCIB・市場⼀体での更なる収益性向上と、
コア事業の強みを活かせる周辺領域への拡⼤

GCIB・市場⼀体
ビジネスモデルの進化

PB顧客との取引伸⻑、「アジア×デジタル」の取
り組み拡⼤等による経済成⻑の取り込み

アジア
プラットフォームの

強靭化

プライベート領域を中⼼とした国内外の資産運
⽤機能の強化

資産運⽤⽴国
実現への貢献

ファイナンスに留まらない経営課題解決型ソリュー
ションの提供による、GX投資⽀援

GX起点での
バリューチェーン⽀援

既存の商品・サービスに捉われない新たな事業
ポートの構築

新たな事業ポート
への挑戦

1

2

3

4

5

6

7

*1 Life Time Value

成⻑戦略の進化についてです。
私たちの事業を、商品とチャネルの2つの軸、それぞれ既存と新規の⽅向、計4つの象限に展開

し、今後3年間の成⻑を実現するための注⼒分野を抽出、社内で徹底的に議論した結果、
7つの成⻑戦略の策定に⾄りました。

右側、上から1番から3番、国内リテール顧客基盤の強化、法⼈×ウェルマネビジネスの強化、
及びGCIB・市場⼀体ビジネスモデルの強化は、ソリューション⼒の磨き込みと
リスクテイク⼒強化により、競争優位性を確⽴していきます。

国内リテールについては、顧客体験の進化を通じたLife Time Valueを拡⼤させ、
法⼈、ウェルマネについては、これまでの取り組みを加速、⼈々の承継ニーズに応え、
GCIB・市場⼀体については、コア事業の強みを⽣かせる周辺領域にも拡⼤させます。

 4番⽬、アジアプラットフォームの強靭化ですが、パートナーバンクのオーガニックの成⻑に加え、
デジタルを主として領域を拡充し、MUFGの経済圏を拡⼤させます。

 5番⽬、資産運⽤⽴国実現への貢献では、国内外の資産運⽤⼒を強化し、
次世代を⾒据えた⼈々の資産運⽤ニーズに応えます。

 6番⽬、GX起点でのバリューチェーン⽀援は、ファイナンスに留まらない
経営課題解決型ソリューションを提供し、お客様のGX投資を⽀援、促進します。

最後に7番⽬、新たな事業ポートへの挑戦、では、社会・顧客課題や新技術進展を踏まえ、
既存のチャネル・サービス以外の領域で、新たな事業の育成に挑戦します。
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成⻑戦略の進化 ＋3,400億円

23年度 26年度国内リテール
顧客基盤の

強化

法⼈×WM
ビジネス強化

GCIB・市場
⼀体ビジネス
モデルの進化

アジアプラット
フォームの
強靭化

GX起点での
バリューチェーン

⽀援

資産運⽤
⽴国実現への

貢献

その他

営業純益の組み⽴て*1

1.6兆円

BS収益性の向上

1

2 

３

４

５

６

2.1兆円

*1 管理計数。現地通貨ベース

営業純益
＋5,000億円

 21ページは成⻑戦略の営業純益の成⻑への貢献を⽰しています。⾦利環境の変化を⾒据え、
BSの収益性を⼀段と⾼めながら、成⻑戦略をやりきり、
3年間で営業純益を5,000億円伸ばします。

 22ページをご覧ください。
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優先課題

4. 産業育成、イノベーション⽀援

5. 少⼦⾼齢化への対応

6. ⾦融サービスへのアクセス拡⼤

7. ⼈的資本重視の経営

8. ⼈権尊重

9. 安⼼・安全なサービスの提供

10. 強固な企業ガバナンスの発揮

1. カーボンニュートラル社会の実現

2. ⾃然資本・⽣物多様性の再⽣

3. 循環型経済の促進

エンゲージメント、トランジション⽀援の加速

⾃然依存・影響低減に向けたソリューション提供

循環型経済への移⾏に向けた技術や投資の⽀援

成⻑資⾦の供給と運⽤対象の拡⼤

資産・事業承継サポート、投資・資産形成促進

⽣活に根ざすサービス提供、⾦融包摂への貢献

社員が活き活きと活躍できる環境の提供（詳細P.51）

サプライチェーン全体の⼈権デューデリジェンス強化

サイバー対策、オペレーショナルレジリエンス強化

お客さまの最善の利益に資する業務運営の徹底

社会課題の解決〜未来につなぐ①

主な取り組み

参照 P.48–50

－優先的に取り組む社会課題を⾒直し

￥

活⼒溢れる社会活⼒溢れる社会

強靭な社会強靭な社会

持続可能な社会持続可能な社会

持続可能な環境と社会の実現に向けて、私たちが優先的に取り組む課題を
ブラッシュアップしました。社会課題解決への貢献を経営戦略と⼀体化させ、
取り組みを加速させます。
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社会課題の解決〜未来につなぐ②

これまでの代表的な取り組み 新中計ではKPIを設定し取り組みを加速

－新たにKPIを設定し、従来の取り組みを⼀層加速させ、社会的価値と経済的価値の向上をめざす

100兆円
（19年–30年度累計）

サステナブル
ファイナンス

20兆円
（26年度）

MUFG⽀援先の
スタートアップ

時価総額

50万⼈超
（24年–26年度累計）

⾦融経済教育
提供

14百万⼈
（26年度）

（アジア）
デジタル

レンディング
提供者数

現状⽐改善エンゲージメント
スコア

気候変動対応
• 国際的なイニシアティブに参画、トランジション

ファイナンス推進に向けた枠組み作りに
貢献
• NZBA*1作業部会議⻑
• GFANZ*2傘下の

全作業部会に参画
• 世銀の⺠間セクター

投資ラボ参画

• サステナブルファイナンス
• 2019–23年度累計実績︓33.5兆円

• 「MUFGトランジション⽩書」を発⾏。地域特
性を踏まえたトランジションを推進

• NZBAガイドラインに基づく2030年中間⽬
標設定を完遂

• お客さまのトランジション評価の枠組みや案
件検討プロセスを導⼊

• 「MUFG Climate Report 2024」を発⾏

産業育成、イノベーション⽀援
• スタートアップの成⻑に応じた、グループ横断

的な⽀援体制を構築
少⼦⾼齢化への対応
• 将来世代の⾦融リテラシー向上に貢献
⾦融サービスへのアクセス拡⼤
• BaaSの活⽤拡⼤
• アジアのデジタル⾦融プレイヤーへの出資

持続可能な社会 活⼒溢れる社会

⼈権尊重
• 「MUFG⼈権レポート2023」を発⾏
安⼼・安全なサービスの提供
• サイバーセキュリティ推進部を独⽴した

専担組織化、CISO*3設置
ガバナンス
• 資産運⽤戦略室設置等を通じたお客さま

本位の業務運営とガバナンスの強化

強靭な社会

邦銀唯⼀

*1 Net-Zero Banking Alliance    *2  Glasgow Financial Alliance for Net Zero    *3  Chief Information Security Officer

 23ページでは、優先課題に対する、これまでの取り組みと今回、
新たに設定したKPIをご紹介します。

気候変動対応では、NZBAや世銀の⺠間セクター投資ラボなどのイニシアティブへ直接参画し、
トランジションファイナンスの国際的な枠組み作りに貢献しています。
これはMUFGならではの、国際的なリーダーシップを発揮した取り組みの⼀つです。

 これまでの取り組みを⼀段と加速させ、右側の意欲的なKPIにチャレンジすることで、
社会課題の解決に向けた取り組みを、ビジネスチャンスの拡⼤につなげ、
私たちMUFGの社会的価値と経済的価値を向上させます。
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企業変⾰の振り返り

今後取り組む領域

－様々な取り組みを通じて、社員が⾃ら挑戦するマインドは浸透。
従来の取り組みは継続しつつ、今後はスピードの向上や経営基盤を⼀層の強化する

スピード（先進性や俊敏性）
の向上

• 「挑戦とスピード」のカルチャー
醸成

中⻑期的な成⻑に向けた
経営基盤の強化

•⼈的資本
•戦略的なシステム開発の加速
• AI・データ基盤の整備

企業変⾰の加速

これまでの取り組み例

多国籍チームの共鳴セッション

MUFG Way共鳴セッション
パーパスを考える対話

「伝統と⾰新」からビジネスのヒントを探る

⼯芸プロジェクト
伝統をつなぐための変⾰を⽀援

⼦ども⾷堂での活動

MUFG SOUL
社員が企画する社会貢献活動

MUFG Way体現者ブックを作成

MUFG Way Boost PJ
MUFG Wayを社内に伝播する活動

→ ダウンロード

オープニングセレモニー

MUFG Park
施設を開放し、地域との対話を活性化

初代優勝案件の社内検証開始
（オフィス⽤マタニティ服のサブスク）

Spark X
新規事業創出プログラム

社員が主役の様々な活動

Japan Rugby
League One

スポーツのチカラで次世代育成

社員向け
決算説明会

社⻑と社員が直接対話

MUFG本館の
建て替えPJ

社員主導でプロジェクト始動81名の公募⽀店⻑が誕⽣（21–23年度）

⼈事制度改⾰
社員の挑戦を促進

キャリア採⽤者数・
業務領域別採⽤者数

Job Challenge
応募者数

289

966

21年度 23年度

2,303
3,037

21年度 23年度

秋元名誉教授
（東京藝術⼤学） ⻲澤CEO×

対談

Click!

 24ページは、企業変⾰についてです。これまでの、様々な取り組みを通じて、
社員が⾃ら挑戦するマインドが社内に随分と浸透してきたと実感しています。
社員のマインドをサポートできるように⼈事制度も改⾰を進めました。

今後は、これまでの取り組みを続けながら、スピードの向上や経営基盤の強化にも取り組み、
企業変⾰を加速させ、「社員⼀⼈ひとりが⾃ら考え、主体的に決断し、
直ちに⾏動する」カルチャーを作り上げます。次のページへお進みください。
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企業変⾰の加速 基盤強化に向けた資源投⼊

企業変⾰の加速〜会社がかわる／基盤強化に向けた資源投⼊

基盤
強化枠

短期的な成果にとらわれず、中⻑期的な成⻑
のために必要な資源を投下する枠組みを設定

－新中計の戦略を⽀えると共に、中⻑期的な成⻑も⾒据え、成⻑の⼟台となるカルチャー・⼈材・
システム・AIの取り組みを加速させ、経営基盤を強化する

資源投⼊例
• プロモーション・ポイント費⽤、⼀⼈別商品提案の

アプリ開発等
国内リテール
顧客基盤

• AIモデル開発・活⽤、データ標準化に向けた
データ基盤強化、R&D等

AI・データ
基盤

• リスキル・⼈材育成のための研修費⽤等⼈的資本
• Web3関連等の新技術を活⽤した新規事業

創出プロジェクト
新たな

事業ポート
• 店舗の通信・機器改善、社内ITインフラ強化

システムアーキテクチャ戦略等IT基盤

新たなValue「挑戦×スピード」を通じ、⾃ら考え、
決断し、直ちに⾏動するカルチャー浸透をめざす

スピード改⾰の加速

事業戦略を⽀える⼈事運営・プロ度向上を通じた
多様な⼈材の活躍

⼈的資本の拡充

環境変化に対応するシステム基盤を⽀える、
システム⼈材の育成・強化

システム開発リソースの増強

全社横断ソリューション・データ基盤の強化
AI・データ利活⽤の浸透・習慣化

AI・データ基盤の強化

参照 P.51,52

7,000 7,500 8,000 

前々中計 前中計 新中計
戦略/基盤強化

システム投資額の推移（億円）

30%超

左側の通り、スピード改⾰の加速、⼈的資本の拡充、システム開発リソースの増強、
及びAI・データ基盤の強化の4つによって、企業改⾰を加速させます。

具体的には、MUFG Wayの新たなValueに、スピードを加えたほか、MUFG内の
AIインテリジェンスを、集約、発展させるための全社横断の専担組織を発⾜させました。

また、これまでお話ししてきた中期経営計画の3本柱を⽀えるためには、
経営基盤の強化も必要です。

右側、システム投資を全体で8,000億円まで引き上げ、
戦略投資や基盤強化案件のウェイトを⾼めます。
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ビジネス強化
• ビジネス拡⼤に伴う事業本部の

⼈件費及び物件費（除くインフレ影響、
基盤強化）

基盤強化・システム
• 中⻑期的な収益性向上に向けた

基盤強化・システム関連経費
ベース経費
• ①・③以外の経費（主に本部経費等）

23年度 26年度

経費コントロール

事業本部経費率で
規律徹底

－率と額両⾯で規律を徹底することで、26年度に60%程度まで経費率改善をめざす

経費率の推移 経費コントロールの概要*1

1

2

3

インフレ影響
+1,800

（億円） 基盤強化・
システム
+1.000

2

①ビジネス
強化

+2,500

1

③ベース経費
▲400

3

1 2

経費額で規律徹底

3.92 3.96 

4.50 
4.73 

2.67 2.75 2.91 2.89 

68.1%
69.3%

64.5%

61.0% 60%程度

20年度 21年度 22年度 23年度 26年度

粗利
経費
経費率

（兆円）

粗利成⻑対⽐で
経費増を抑制

（兆円）

*1 社内管理上の計数

 26ページは、経費コントロールです。
左側、これまでの3年間は、経費総額の減少と粗利の伸⻑により、

経費率は約69％から61%まで改善しました。
今後3年間は、ビジネスの強化と、基盤強化やシステム関連経費に、資源を投⼊する⼀⽅で、

経費率での管理と経費実額での管理を併⽤し、規律を徹底、
60%程度への経費率の改善をめざします。
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120 

24/3末 RD 法⼈ウェルス JCIB GCIB GCB 受託財産 市場 27/3末

RWAコントロール*1
－新中計では、低収益性資産の削減と政策保有株式の売却を進めると同時に、⾼収益性資産を

増加させる⽅針

• 低収益性RWAの削減額︓▲5兆円
• ⾼収益性RWAの追加額︓＋12兆円

（兆円）

*1 管理計数。バーゼルⅢ規制最終化（完全実施）により2029年3⽉末に適⽤される規制に基づく試算値。その他有価証券評価差額⾦を含む

 27ページはRWAコントロールです。
収益性の低い資産の削減と政策保有株式の売却を進めながら、

収益性の⾼い資産への⼊れ替えを促進し、ネットでは若⼲増加させながら、
全社ROEの引き上げをめざします。
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0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

5.0% 10.0% 15.0%

インオーガニック戦略

（償却前リターンCAGR*1）

PB、海外AM/IS戦略出資案件の収益性と成⻑性

（ROE）

収益（償却後） 収益（償却前）

－PB・海外AM/ISは前中計ROEを牽引する⽴ち位置に。引き続き規律は維持しつつ、中⻑期
成⻑を実現できる事業ポートフォリオの構築をめざす

過去の出資額︓約2,900億円

2033年度
20%程度

2026年度
~10%

将来の償却前ROE

約780億円

約260億円

約870億円 約660億円

約320億円

アジア投資（除くPB）のバリューアップ・シナジー追求

新中計におけるインオーガニック戦略

• デジタル、アジア、グローバルAM/IS、新規ビジネス注⼒領域

• 戦略性、採算性（企業価値向上に資する採算
基準）、資本効率から総合的に判断

• 出資先の企業価値向上を追求しつつ、定期的な
モニタリングを通じ、機動的にポートフォリオを⾒直し

運営⽅針
規律を維持

償却後
ROE*2

10%

*1 持分⽐率を現状まで引き上げ後のCAGR。社内管理ベース *2 加重平均

海外
AMIS

VTB

SBC

KS
BDI

償却前
ROE*2

13%

 28ページはインオーガニック戦略についてです。
左側、パートナーバンク、海外AM/ISでのこれまでの出資採算は、平均すると、

のれん償却後ROEで10%まで成⻑し、全社ROEを牽引しています。
 さらに、経済成⻑が著しいアジアのノンバンクや、将来のトッププレイヤーとなり得る

デジタル⾦融プレーヤーへの出資を加速させており、
2033年度に20%程度の償却前ROEの到達を⾒込んでいます。

今後の注⼒領域は、デジタル、アジア、海外AM/ISに新規ビジネスを加えた4つです。
規律のある資本活⽤を⾏いながら、
中⻑期的な成⻑を実現できる事業ポートフォリオの構築をめざします。
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29

モルガン・スタンレーとの戦略的提携の強化 – アライアンス2.0
－緊密な提携関係の下、既存協働を更に深化させるとともに新領域へ協働を拡⼤する

MS出資の持分法投資損益・出資採算の推移*1

国内証券ビジネス*7のめざす姿

グローバル・ステアリング・コミッティ*4

年2回開催

取締役派遣 2名*3

（億円）

MSへの累積派遣者 90名超*5

出向経験者のネットワーキング開催

*1 11年度は、持分法適⽤開始後（7-12⽉）の実績。23年度実績は持分法適⽤決算期の変更影響を含む。当該影響を除くROIは12％ *2 MSの純資産に対する当社の持分相当分及びのれん。
優先株を含む。24年3⽉末時点で3.3兆円 *3 ⻲澤宏規、宮地正⼈ *4 MSとMUFGのC Suite・事業本部⻑レベル総勢約25名が⼀堂に会し、両社協働の発展を議論

*5 24年3⽉末時点 *6 Morgan Stanley Wealth Management *7 MUMSS＋MSMS＋auカブコム証券

様々なレイヤーでの多⾯的かつ緊密な協働

出資採算 13%

*2

今後の協働の⽅向性
• M&Aアドバイザリー・プライマリー領域協働の強化投資銀⾏業務
• 導⼊済のMSWM*6アドバイザリー型モデル⾼度化・
リモートチャネル戦略の強化
• 資産運⽤⽴国関連の協働推進

WM・
資産運⽤業務

• 外国為替トレーディング業務、機関投資家向け
⽇本株ビジネスにおける協働の完遂
• その他S&T領域での協働推進

市場業務

• インド協働強化（Global Capability Center等）
• テクノロジー・サポート部⾨等に関する知⾒吸収
• 在⽶⽇系企業向け年⾦サービスの協働強化

その他
領域

0%

6%

12%

18%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

持分法投資損益（左軸） 出資採算（右軸）＝持分法投資損益÷連結簿価

（年度）

（億円） 純営業収益本邦No.1*7

をめざす

3,586
4,469

0

2,500

5,000

7,500

20年度 23年度 将来

3年間成⻑率+25%

 29ページはモルガン・スタンレーとの戦略的提携の強化についてです。
今年4⽉にはテッド・ピック⽒のCEO就任後初となるグローバル・ステアリング・コミッティを

東京で開催し、さらなる協働を議論しました。
両社の事業本部⻑をはじめとする様々なレイヤーでの緊密な連携を通じて、

既存の協働を深化させると共に、このスライドの右上に記載の新たな領域へ拡⼤させていきま
す。

国内証券ビジネスでは、三菱UFJモルガン・スタンレー証券、モルガン・スタンレーMUFG証券、
auカブコム証券の3社が⼀体となって、本邦トップの証券会社をめざします。

 30ページにお進みください。
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23年度決算の概要 前中計の振り返り 新中計の概要 新中計の各戦略

30

収益⼒強化に向けた
資本活⽤

3

資本運営の基本⽅針（“資本の三⾓形”）
－引き続き、規律のある資本運営を継続

MUFGの
企業価値

充実した
⾃⼰資本の維持

2

株主還元の⼀層の充実1

充実した⾃⼰資本の維持
• 資本運営の透明性向上のため、CET1⽐率*1の

ターゲットレンジを9.5%–10.5%へ拡⼤

2

収益⼒強化に向けた資本活⽤
オーガニック投資
• 低収益性資産から⾼収益性資産の⼊れ替えは継続
• ⾼い収益性が期待できる領域には戦略的に配分
インオーガニック投資
• 引き続きアジア、デジタル、AM/ISに注⼒
• 新規事業等への投資も検討

3

株主還元の⼀層の充実
• 配当性向は
40%程度を維持以下を勘案して実施

• 業績・資本の状況
• 成⻑投資の機会
• 株価を含めた
市場環境

• 発⾏済み
株式総数の
5%程度を上限

機動的な
⾃⼰株式

取得

累進的な
配当

⾃⼰株式
の消却

1

*1 29年3⽉末に適⽤される規制に基づく試算値。その他有価証券評価差額⾦を除く

資本運営の基本⽅針についてです。
規律のある資本運営はこれからも不変です。
財務の健全性を維持しながら、成⻑に向けた資本活⽤も⾏い、株主還元の充実に努めます。
次のページから、具体的な資本政策を説明します。
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31

戦略出資

資本政策① 資本配賦
－前中計では規律ある資本運営を確⾏。新中計でも利益成⻑に応じた累進的配当を基本とし、

持続的成⻑のための成⻑投資と株主還元に取り組む

前中計3年間の資本運営 新中計期間の資本配賦イメージ

MUB株式譲渡
による資本創出分

累積 配分額

MSダブルギアリング
22年度で終了

（約0.6兆円）

配当
（約1.2兆円）

5

3

2 ⾃⼰株式取得
（約1.0兆円）

4

1

内部留保

親会社
株主純利益

（約3.7兆円）

持続的なROE向上への貢献を
⾒据え、規律を持った資本運営によ
り、成⻑投資と株主還元に取り組む

〜 42

累積 配分額

配当
配当性向は40%程度を維持し
利益成⻑による安定的・持続的
な増加を志向

1

4 成⻑投資 – オーガニック
⾼収益性資産への投⼊による
RWA増加を⼀定程度許容

親会社
株主

純利益

成⻑投資 – インオーガニック
ビジネス強化・収益⼒強化に
向けた資本活⽤

3

2 ⾃⼰株式取得

 31ページは、資本配賦です。
左側は、過去3年の資本配賦のイメージを⽰しています。3年間の累積で配賦原資の

約半分となる約2兆円の株主還元を⾏いつつ、成⻑に向けた戦略出資も⾏いました。
右側、これからの3年は配当性向を40%程度とし、利益成⻑をベースとした累進的配当を

基本とします。規律のある資本運営を継続し、持続的成⻑のための投資と
株主還元のバランスを取った運営を⾏います。
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32
CET1⽐率*1

累進的配当を
維持

追加株主還元
または

収益⼒強化に向けた資本活⽤

環境を踏まえながら
以下のオプションを検討

• 追加株主還元
• 収益⼒強化に向けた資本活⽤
• 資本蓄積

安定的な配当を
検討

ターゲットレンジ内への回帰に
向けた資本蓄積

ターゲットレンジ
9.5–10.5%

資本政策② 資本運営の⽬線
－資本運営の透明性向上のため、ターゲットレンジを拡⼤

上限を10.5%へ
引き上げ

下限は9.5%を維持
（規制要求⽔準+バッファ）

前中計（21–23年度）の振り返り 運営⽅針

2
1

• ターゲットレンジを拡⼤。環境⾒通しの
不確実性はレンジ内の運営に収束させ、
資本運営の透明性向上をめざす

新中計ターゲットレンジ︓9.5%–10.5%

• 環境⾒通しの不透明感から内部留保を優先し、
ターゲットレンジを超過する局⾯あり

前中計ターゲットレンジ︓9.5%–10.0%

2

1

9.5%
9.3%

9.6%
9.7%

10.4%
10.3%10.1%

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

9.5%

9.0%

10.0%

10.5%

11.0%

*1 バーゼルⅢ規制最終化（完全実施）により2029年3⽉末に適⽤される規制に基づく試算値。その他有価証券評価差額⾦を除く

 32ページは、資本運営の⽬線です。
 これまでは、経営環境の不確実性が⾼まった際に、内部留保を優先した結果、

ターゲットレンジを超過する局⾯がありました。
今後は、資本運営の透明性を向上させるため、ターゲットレンジの上限を10.5%に拡⼤します。
累進的配当を還元の基本としながら、経営環境を⾒極め、

追加株主還元や成⻑に向けた資本活⽤などを検討していきます。
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33

25円 28円
32円

41円
50円

26年度24年度
（予想）

23年度22年度21年度20年度
（億円）

5,8774,8803,9003,5713,218配当総額
1,0004,0004,5001,500-⾃⼰株式取得額
6,8778,8808,4005,0713,218総還元額

15,00014,90711,16411,3087,770親会社株主純利益
45.8%59.6%75.2%44.8%41.3%総還元率

資本政策③ 株主還元の実績

これまでの実績と今年度予想

*1 23年度実績から、MSの持分法適⽤決算期の変更影響額を除く
*2 24年度⽬標から、KSの連結決算期の変更影響額（試算値）を除く

－23年度の総還元額は8,880億円（総還元率59.6%）。
24年度の1株当たり配当⾦は＋9円増配予想。1,000億円を上限とする⾃⼰株式取得を決議

配当性向:40%程度
利益成⻑を通じた1株当たり配当⾦

の安定的・持続的な増加

配当性向 41.3% 31.7% 35.3% 32.9%
（34.9%）*1

２年連続で9円増配

39.1%
（39.6%）*2

 33ページは、株主還元の実績です。
 23年度の総還元額は8,880億円で、総還元率は約60%となりました。
 24年度の配当予想は、2年連続で9円増配となる、年間50円を予想しています。

配当性向は、ほぼ4割となります。また、1,000億円を上限とする⾃⼰株式取得を決議しまし
た。

今後も利益成⻑を通じた1株当たり配当⾦の安定的、かつ持続的な増加をめざします。
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34

1.86

1.3432.9%

28.3%

21/3末 24/3末 27/3末 次期中計期間中

株式残⾼（取得原価） 株式残⾼（時価）／連結純資産

政策保有株式の削減*1

（兆円）

－前中計では、⽬標を超える累計5,390億円を売却
新中計の売却⽬標を3,500億円とし、次期中計期間中の純資産対⽐20%未満をめざす

*1 銀⾏・信託の単純合算 *2 その他有価証券で時価のある国内株式の取得原価（連結） *3 その他有価証券で時価のある国内株式の時価（連結）
*4 有価証券報告書に記載される「みなし保有株式」の残⾼を含む *5 24/3末純資産を横置き

新中計売却⽬標額
3,500億円 次期中計期間中

連結純資産
国内上場株式*3＋みなし保有株式*4

＜20%

*2

3年間売却実績
5,390億円

*4

前中計では売却⽬標を
3,000億円⇒

5,000億円へ引き上げ

*5

 34ページは、政策保有株式の削減についてです。
過去3年間の売却簿価の累計は5,390億円、上⽅修正後の⽬標額を超過達成しました。
次の3年間では、売却⽬標額を3,500億円として、さらなる削減を進めていきます。

そして次期中期経営計画の期間中には、連結純資産に対する、
みなし保有株式も含めた時価の割合を20%未満にすることをめざします。

 35ページにお進みください。
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35

基盤強化
（システム、リソース）

インオーガニック戦略
デジタル、アジア、

グローバルAM/IS、
新規ビジネス

新中計でめざすもの
－着実な利益成⻑と将来の成⻑に向けた投資を両⽴し、更なる株主価値向上をめざす

着実な利益成⻑ 将来の成⻑のための投資

利益

ROE

配当

EPS

営業純益︓
2.1兆円以上

親会社株主純利益︓
1.6兆円以上

9%程度

累進的
配当

継続的
成⻑

26年度

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

2024年
3⽉末

バークレイズ

BNPパリバ

サンタンデール
シティ
グループ

HSBC

バンク・オブ
・アメリカ

ウェルス・
ファーゴ

ゴールドマン・サックス

モルガン・スタンレー
JPモルガン

（PBR）

（ROE）

株主価値の更なる向上へ
MUFG*1

グローバルの競合他社*2

*1 ROEは東証基準 *2 2023年12⽉末時点（出典）Bloomberg

 これまでの説明を総括して、私たちMUFGが中期経営計画でめざすものについてお話しします。
着実な利益成⻑を⾏いながら、将来の成⻑に向けた投資も両⽴させることで、

さらなる株主価値の向上をめざします。
 こうした取り組みを投資家の皆様にご理解を頂き、右側に⽰ししたように、

PBRを安定的に1倍を超える⽔準まで、まずは引き上げていきたいと考えています。

 私からの説明は以上です。
 投資家の皆さま、格付機関の皆さまには、⼀層のご理解とご⽀援を頂けますよう、

よろしくお願いします。
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新中期経営計画の各戦略
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37

成⻑戦略の進化① 国内リテール顧客基盤の強化

顧客体験
（CX）の進化

営業⼒の
強化

効果的な
プロモーション・
インセンティブ

1

4

2

3

顧客タッチポイント
の拡⼤

マーケット特性と⼈流を踏まえた新規出店。リモートチャネル強化1
ロイヤリティプログラムの⾒直しを含めグループ⼀体で検討2
グループ内サービスのアプリ間連携、パーソナライズ提案実現3
営業と事務のバランス運営、デジタルを活⽤した活動効率化4
ライフイベントに応じた訴求⼒の⾼い商品の開発とサービスの向上5

MAP*2:1⼈別に商品ご案内他サービスとのアグリゲーション

MoneyCanvas

オンライン証券
QR決済

Pロイヤリティ
プログラム

カード

－個⼈のお客さまと信頼に基づいた⻑期的な取引関係を築き、ビジネス基盤を拡⼤

戦略のスコープ・狙い

主要KPI

主要戦略

*1 個⼈向けインターネットバンキング「三菱UFJダイレクト」のMonthly Active User *2 Money Advisory Platform。顧客データを収集し、アルゴリズムを介して、お客さまにとって最適な商品を
アドバイスする機能

• 国内の個⼈のお客さま（ウェルスマネジメントを除く）
との取引全般スコープ

• リアル・リモート・デジタルのベストミックスを通じた
お客さま接点拡⼤

• 「MUFGで良かった」と感じて頂ける顧客体験の実現

狙い

⾦融預かり資産残⾼
（兆円）

ダイレクトMAU*1

（百万⼈）

商品・
サービス⼒

強化

5

4

3

1

2

5

商品・サービス

etc

20年度 23年度 26年度

約10百万⼈

8
5.5

20年度 23年度 26年度

約100兆円
96

89

「LTV (Life Time Value）×顧客基盤」の最⼤化

資産運⽤
⽣命保険

年⾦
住宅ローン
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成⻑戦略の進化② 法⼈×WMビジネス強化

戦略のスコープ・狙い

主要KPI

主要戦略

事業承継関連融資 営業純益

23年度 26年度

1.0

0.7

23年度 26年度

880

620

－前中計を通じ強固なビジネスモデルを確⽴。事業・資産承継にかかる課題解決⼒の強化と
顧客接点拡充により更なる収益拡⼤を狙う

事業･資産承継プロチームを質・量両⾯で
強化し、オーナーへの提案活動を拡充

1. 親族内承継

M&A専担チームの体制強化に加え、拠
点RMのM&A知識向上に取り組み、案件
捕捉体制を強化

2. 親族外承継

アカデミア活⽤（産学連携）によるオー
ナーファミリーとの接点拡充

3. ファミリービジネス

貸出

事業承継
親族内承継

PEファンド

IPO

M&A

個⼈・資産管理会社向け
（富裕層レンディング）

法⼈向け
（事業承継貸出、LBO等）

資産運⽤

不動産
売却

資産運⽤

購⼊

相続
(遺⾔)

WM個⼈から法⼈へ

法⼈起点 WM個⼈起点
法⼈からWM個⼈へ

ファミリー
の視点

経営の
視点

オーナーシップの
視点

事業と資産の承継に関する課題解決⼒の向上
• オーナー企業との法⼈取引とオーナーファミリーとの個

⼈取引スコープ

• 法⼈起点の資本政策や事業承継、個⼈起点の資
産運⽤・相続・不動産取引等、オーナー企業のエコ
システム全体の捕捉を狙う

狙い

（兆円） （億円）
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機関投資家事業法⼈
機関投資家

成⻑戦略の進化③ GCIB・市場⼀体ビジネスモデルの進化

• MSMSを通じた外国為替トレーディング領域の協働
（価格提供⼒の向上、商品・サービスラインアップの拡充）外国為替

• 主に事業法⼈等の
お客さま
• 円・アジア通貨

• 主に機関投資家等の
お客さま

• オンラインプラットフォーム
MSMS

MUBK MS
強み

• 欧⽶︓ ⾼採算ビジネス、⾼付加価値商品の推進
• アジア︓ 顧客の商流に付随する取引強化デリバティブ

• セカンダリにおける
⼈員強化・商品拡充
（HY・レバレッジローン）

• ポートフォリオの最適化
を継続する中で、
IGは10位を堅持、
Non-IGはステータス
向上を⽬指す

• 銀証⼀体で
デッドソリューションの
提供⼒を強化

• 銀証セールスの連携
強化によりO&Dを
加速

MS
外国為替トレーディング
領域の協働

投資銀⾏ビジネスに
おける協働

GCIB 市場
相互連携・バリューチェーン強化

クロスセルの更なる強化

銀証⼀体プラットフォーム強化*1

－前中計で⼀体運営は着実に進展、プロダクト競争⼒・バリューチェーンの強化で成⻑を加速

戦略のスコープ・狙い プライマリ／セカンダリ間の連携・バリューチェーン強化

クロスセルの更なる強化

*1 ⽶国を除く海外証券エンティティをMUSHD傘下から銀⾏傘下に移⾏することを検討（⽶国証券エンティティは現状既にMUAH傘下であるため変更せず）
*2 個別要因調整後 *3 Fixed Income and Currencies *4 Coalition Greenwich社データより競合他社の成⻑率を計算

• ⾮⽇系CIBビジネススコープ
• プロダクト競争⼒／バリューチェーンの強化狙い

事業法⼈
顧客

機関
投資家

顧客

オリジネーションセールス & トレーディング

引受・ストラクチャリングディストリビューション

機関投資家 コーポレート

強み

9位

10位

16位

23年度 26年度23年度 26年度

8.3%

7.8%

23年度 26年度

MUFG

Peer*4

KPI

GCIB・市場ROE FIC*3成⻑率
⽬標︓Peer以上成⻑

IG（10位堅持）

Non-IG

シンジケーション・
DCMウォレットランク

*2
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9%

10%

11%

23年度 26年度

成⻑戦略の進化④ アジアプラットフォームの強靭化

戦略のスコープ・狙い

主要KPI

主要戦略

23年度 26年度

6,000

4,691

－前中計では全社ROEを牽引するビジネスへと成⻑。既存ビジネスの収益⼒強化をめざす⼀⽅、
将来に亘ってアジアの成⻑を取り込む観点から、成⻑投資を継続

顧客基盤拡充 将来の成⻑投資

既存ビジネス 商品拡充
ベース収益
強化 新領域への挑戦基盤強化

新領域への挑戦

⽬先収益⼒強化 将来の収益源

インド成⻑の
取り込み

アジア×
デジタル

営業純益
（億円）

概要
• RWA費消が少ないビジネス(Cash/Trade)の追求
•攻守PMI*1によるPBプラットフォームの更なる強化

ベース
収益強化

• アジアのカーボンニュートラルへの貢献
• PB連携含むTB*2プロダクト等ラインナップ拡充

新領域
への挑戦

•資⾦需要への対応・プラットフォーム間協働強化
•デジタル起点のノンバンク投資

インド
成⻑取込

•出資を通じたデジタル⾦融の成⻑取込み
• グループの価値向上に資するデジタルエコシステム構築

アジア×
デジタル

•MGS*3も活⽤した域内本部機能⾼度化・効率化基盤強化

1

2

3

4

5

1

2

2

3 4

5

*1 Post-merger Integration   *2  Transaction Banking   *3 MUFG Global Service。 MUFG の本部・海外拠点から業務を請け負う在インド⼦会社

ROE

10%

• アジア域内におけるリテール・⽇系・⾮⽇系取引、出
資先事業スコープ

• 地域内での「両利き」経営を実践
- 既存ビジネス強化・拡充・効率化
- 成⻑投資（デジタル他）の継続

狙い

－全社を牽引するROE⽔準を維持・向上させながら業容拡⼤を⽬指す
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ご参考︓アジア×デジタル
－デジタル⾦融等への投資を通じ、拡⼤するアジアの⾦融ニーズを⾯で捉え、成⻑の取り込みを図る

︓デジタル⾦融投資

タイ インドネシア フィリピン ベトナム インド

ノンバンク

ノンバンク、
POSローン*4等

フィンテック・AI審査をベースとするスタートアップ向けファイナンス

ノンバンク

配⾞プラットフォーム、
フードデリバリー等

Krungsri
Capital

Securities*1

証券会社

商業銀⾏

E-Commerce、
BNPL*3等

商業銀⾏ 商業銀⾏商業銀⾏

オフライン店舗、
POSローン*4等

⼤企業

中堅中⼩

スタートアップ

マス・中間層

法
⼈

個
⼈

個⼈富裕層

アンバンクト層*2

MUIP*5

Garuda Fund
スタートアップ向け投資ファンド

MUFG
Ganesha Fund
スタートアップ向け投資枠

オートローン

*1 Capital Nomura Securitiesより名称変更 *2 銀⾏⼝座を持たない顧客層 *3 Buy Now Pay Laterの略。商品の購⼊代⾦を後⽇⽀払う決済⽅法
*4 Point of Saleローンの略。耐久財の販売店などでの商品購⼊時に提供する割賦ローン *5 三菱UFJイノベーション・パートナーズ
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• 前中計では⼈員規模を拡⼤し、業務受託領域を⼤幅に拡⼤

ご参考︓インドにおける取り組み
MGS*1の活⽤を通じた海外業務効率化

*1 MUFG Global Service Private Limited *2 Know Your Customerの略。顧客の本⼈確認業務⼿続

• ⼈員数を2,000名規模まで増強し、業務領域と対象国を拡⼤
• 集約した業務の標準化を進め、加速度的な効率化をめざす

業務領域

91

1,100 

20年度 23年度

従業員数

2020年設⽴当初

事務

審査

KYC

⾦融犯罪対策 コンプライアンス

⼈事

会計

アドミ業務

ミドルオフィス

システム開発・保守・管理

前中計期間

前中計 新中計

業務標準化の例（KYC*2関連業務）

• 国毎に異なる要件に対応すべく、国別対応しているKYC
業務を標準化することで、業務効率向上と集約対象地域
の拡⼤をめざす

① 各国毎（12か国）に⼿続きを制定
② 各国毎に⼿続きを都度更新

標準化前

• 12か国共通の⼿続きへ標準化し、通常のKYC
業務を効率化すると共に、更新負荷を軽減

標準化推進後
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95
150

FY23 FY24 FY25 FY26

【AM】お客さまの期待を上回る運⽤サービスの提供
• 運⽤⼒の強化、ガバナンス態勢強化
【IS】資産運⽤業界の効率性改善に貢献
• 運⽤会社が運⽤に特化できる環境を提供

お客さま資産の拡⼤に貢献
• お客さま本位の業務運営、情報提供の質向上
• 資産形成の裾野拡⼤
各世代の⾃⽴的な資産形成に貢献
• 各世代の⾦融リテラシー向上に向けた取り組みを拡充

主要戦略／取り組み

成⻑戦略の進化⑤ 資産運⽤⽴国実現への貢献
－グローバル総合⾦融グループとして、資産運⽤・管理、販売、コンサルティングなど多岐にわたる

機能のお客さまへの提供を通じ、「資産運⽤⽴国」の実現に貢献

1

2

3

KPI ①1

KPI ②2

KPI ③3

戦略のスコープ・狙い

主要KPI

• 国内外のAM/IS、年⾦領域、資産運⽤アドバイス・
⾦融リテラシーの向上スコープ

• インベストメントチェーン全体へのアプローチを通じ、
資産運⽤ビジネス市場全体の成⻑を牽引し、『資産
運⽤⽴国』の実現に貢献する

狙い

① 資産運⽤残⾼
（兆円）

② BPO受託残⾼
（兆円）

1 2

③ NISA⼝座数
（万件）

3

*1 除くETF *2 ⽇本マスタートラスト信託銀⾏の資産管理残⾼ *3 社内ファンドマネージャー育成

年度後半で
約4倍まで伸⻑

24/323/4

FY23までの
主な成果

• 国内公募株式投信*1

• 国内資産管理*21位

23年度⽉別新規⼝座数

123
135

200

FY23 FY26 ・・・ FY29

65
70 

100

FY23 FY26 ・・・ FY29

既存の取り組み

• 顧客へ提供する商品・サービスの商品開発⼒向上を⽬的に⾃⼰資⾦
を活⽤。今回新たに新興運⽤事業者を対象にした枠を新規設定

• 新規設定枠を含むEMP枠は新中計で1,600億円まで拡⼤

運⽤⼒強化に向けた取り組み（⼀例）
E M P ・・・ Emerging Managers Program

新規設定枠

新興運⽤事業者発掘
（トラックレコード無）

MUFG版
グローバルEMP*3

社外ファンド
マネージャー発掘
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成⻑戦略の進化⑥ GX起点でのバリューチェーン⽀援

23年度 26年度

50

14

社員のGX／サステナビリティに係る知⾒強化

－リサーチ・アドボカシー活動を踏まえたエンゲージメントを起点に、お客さまのGXに係る
事業構想とバリューチェーン構築を⽀援することで、ファイナンス機会の獲得に繋げる

戦略のスコープ・狙い

主要KPI

主要戦略

⽇系、⾮⽇系顧客のGX関連取引スコープ
お客さまのトランジション⽀援を通じて
GX投融資を促進狙い

GXプロジェクト共創件数*1

（件）

リサーチ・アドボカシー

エンゲージメント

ファイナンス機会の獲得

事業構想

オリジネーション
（バリューチェーン軸）

• トランジション⽩書
• アジアトランジション⽩書 等

•お客さまのトランジションストーリー
策定を⽀援

•お客さまのGX投融資を後押しする
円滑な資⾦供給

•政府との連携（国家PJへの関与 等）
•官⺠連携による新興国⽀援
•バリューチェーンアプローチ
（蓄電池、⽔素・アンモニア 等）

1

2 3

4

1
2

3

4

戦略の⽅向性

基盤強化

国内のGX投資⽀援
海外クリーンエネルギー・
資源の開発・輸⼊
⽇系企業の
海外GX進出⽀援
官⺠連携による新興国
のトランジション⽀援

*1 お客さまとの対話やエンゲージメントを通じたビジネス共創件数
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• 事業投資（4件）実施により得られた知⾒・ノウハウ
を背景に、衛星データ（地理空間情報）を活⽤した
MUFGの事業拡⼤、および多様な社会課題の解決
や新たな産業創出を⽬指す

宇宙関連
ビジネス

• MoneyCanvasのBaaS展開に加え、フルバンキング
機能を備えた外部提供⽤アプリを開発。提携企業と
ともに顧客体験を向上

顧客接点
の拡⼤

• ブロックチェーン技術の商品・サービス化を志向。⾜許、
Web3ウォレットを活⽤したパーム油サプライチェーン
可視化サービスのPoC*1にも着⼿

• 国際決済銀⾏が提唱するUnified Ledger（統合
台帳）実現に向けた検討も開始

Web3
デジタル通貨

成⻑戦略の進化⑦ 新たな事業ポートへの挑戦

対象領域

新
ॳ
⑂
ॿ
ঝ

既
存

ॳ
⑂
ॿ
ঝ

既存商品 新商品
1 3

2
事例 ③

（Web3）

4

－新規ビジネス開発を通じ、中⻑期的なMUFGの成⻑を牽引するポートフォリオの創出に挑戦

主な取り組み

対象領域と想定アプローチ

事例 ①
（宇宙）

1

3

事例 ②
（BaaS他）

2

1

2

3

A B C
外部事業者と

機能連携

BaaS連携機能の
拡充

リテール・
デジタル

事業本部

JCIB
事業本部

デジタル
戦略統括部

戦略のスコープ・狙い
• 新たな商品／サービスの創出
• MUFGの有する「既存チャネル」に加え、「新たな

チャネル」を通じた商品・サービス提供も展望
スコープ

• 新規ビジネス開発の推進、⾼成⻑・⾼採算の事業
ポートフォリオの創出により、MUFGの中⻑期的な
成⻑性を確保し、経営の強靭化と企業価値向上を
めざす

狙い

Web3ウォレット

アプローチ
A

アプローチ
D

アプローチ
B C

企業課題の解決
￥

想定アプローチ

新産業への参⼊A

技術⾰新D

⾦融事業モデル
の進化B

他業（⾮⾦融）
事業モデルの導⼊C


KYC 取引記録

*1 Proof of Conceptの略
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BS収益性の向上

円貨流動預⾦平残（個⼈） 外貨預⾦平残

71

77

23年度 26年度

32
34

23年度 26年度

+5兆円 +2兆円

－経営環境変化を踏まえ、貸出・預⾦それぞれの取り組みを進めベース収益を増強

貸出 預⾦

顧客基盤の拡充や決済性預⾦の積み上げに注⼒

• リテール領域を中⼼とした、
顧客基盤の拡充

• 顧客ニーズに対応した
決済商品・サービスの提供

円貨 外貨

• 収益性・健全性を意識した
預⾦運営とトランザクション
バンキング商品⼒の強化

2⾏合算貸出利ざやの推移*1

0.43%
0.48%

0.55%

0.65%
0.54%

0.66% 0.66% 0.66%

0.92％
0.96％

1.24%

1.39%

0.50%

0.55% 0.56%
0.59%

0.40%

0.50%

0.60%

0.70%

0.80%

0.90%

1.00%

1.10%

4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

⼤企業 中堅・中⼩企業 海外

20年度 21年度 22年度 23年度

• 低収益性資産から⾼収益性資産への⼊れ替えは、領域を
拡⼤しながら取り組みを継続

• ROE引き上げに寄与するLBO・不動産領域、イベントファイ
ナンス等のリスクテイク⼒も強化

採算重視の運営を継続しながら、リスクテイク⼒を強化

0.90%

1.00%

1.20%

1.30%

1.40%

*1 社内管理上の計数 *2 外貨建貸出を含む。政府等向け貸出を除く *3 23年度4Qより算出⽅法を変更し、本資料では過去分についても遡及修正
*4 期末の利⼦補給⼀括計上の影響除き

*2 *2,3

*4
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その他
事業法⼈・

ウェルスマネジメントの
お客さまとの取引

リアル・リモート・デジタルを
通じた個⼈・法⼈取引

事
業
本
部

D
X

ॹ
␗
ॱ

リテールビジネスとDX推進の強化に向けた組織変更

その他対⾯取引を中⼼とした
法⼈・個⼈のお客さま

⾮対⾯取引を
中⼼とした

個⼈・法⼈のお客さま

事
業
本
部

D
X

ॹ
␗
ॱ

法⼈・リテール
事業本部

他
事業本部

法⼈・
ウェルスマネジメント

事業本部
他

事業本部
リテール・
デジタル

事業本部

【本部】
デジタル戦略統括部

法⼈・ウェルスマネジメント事業本部

リテール・デジタル事業本部

デジタル戦略統括部

リアル・リモート・デジタルのタッチポイントを通じて、LTV×顧客基盤を最⼤化

事業法⼈、ウェルスマネジメントのお客さまに対する、有⼈でのソリューション提供⼒を強化

デジタル基盤整備・施策⽀援、技術起点の事業機会創出を通じて、全社デジタル活⽤を加速

1

2

3

1 2

3
【本部】

経営基盤改⾰室

全社DX推進

AFL層*1デジタル・サービス
事業本部

*1 アフルエント層。把握資産1–3億円の個⼈のお客さま（保有⾦融資産⾦額に応じた別基準あり）

－国内リテール顧客基盤の更なる強化に向け、お客さまへのアプローチ体制を⾒直し。全社DX
推進はデータ戦略と併せて本部が統括し、全社インフラとしての経営基盤の強化を進める

カバレッジを拡⼤

全社DX⽀援は
本部機能へ移管
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社会課題の解決① 持続可能な社会
－気候変動に加え、⾃然資本・⽣物多様性、循環型経済を優先課題として新たに選定。

サステナブルファイナンス⽬標引き上げにより社会課題解決に向けた資⾦供給を拡充

カーボンニュートラル社会の実現 循環型経済の促進
• 再エネ投資や脱炭素への移⾏に有益な事業へのファイナンス⽀援
• トランジション⽩書やClimate Report 2024を活⽤した顧客エンゲー

ジメント及びトランジション⽀援
• 2030年中間⽬標達成に向けたFE*1実績のモニタリング、管理強化

*1 Financed Emission︓⾦融機関の投融資先である各お客さま・プロジェクトから排出されるGHGのうち、ファイナンスを通じて当該⾦融機関に帰属するとみなす排出量を⽰す概念

• 循環型経済への移⾏に資する投資へのファイナンス⽀援
• 政策提⾔や事業共創を通じた新技術の社会実装への貢献
• 気候変動・⾃然資本における課題解決と⼀体的に推進

• お客さまの取り組みの段階に応じた
ソリューションやファイナンスの提供
• ⾃然資本関連データや分析⼿法の

整備を踏まえた、機会とリスクの分析
精緻化
• 取り組みや考え⽅をまとめTNFD

レポートを発⾏、顧客エンゲージ
メントに活⽤

⾃然資本・⽣物多様性の再⽣

• ⽬標引き上げにより社会課題解決に向けた資⾦供給を拡充

サステナブルファイナンス
累計100兆円（うち、環境分野50兆円）

MUFG Climate Report 2024
（2024年4⽉）

MUFG TNFDレポート
（2024年4⽉）

MUFGトランジション⽩書
New
KPI

トランジション⽩書2023
（2023年9⽉）

アジアトランジション⽩書2023
（2023年11⽉）

Click!

3.5 8.0 
14.5 

24.5 
33.5 

2.0 3.6 5.4 8.9 13.3 

2019 2020 2021 2022 2023 2030
変更前

2030
変更後

サステナブルファイナンス全体
環境分野

（年度）

新⽬標

100兆円

新⽬標
50兆円

累計実績推移（ 兆 円 ）

従来⽬標
35兆円

従来⽬標
18兆円
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社会課題の解決② 活⼒溢れる社会

グループ
連携強化

オープン
イノベーション

創業期からの
⽀援強化

成⻑領域／
事業開発

• スタートアップ専⽤相談窓⼝の新設
• ⼝座開設⼿続の迅速化

⼝座開設・
各種ニーズへの

対応

• 決済やビジネスマッチングなどの各種
商品をWEB上で⼀覧化し提供

MUFG
スタートアップ

キット
• 「MUFG Startup Summit」を本年

12⽉に開催予定
• エコシステムの関係者を招き、MUFGの

取り組み認知を向上

MUFG主催
⼤規模イベント

2

3

1

MUFGスタートアップキットHP

ビジネス
マッチング

協働サービス
の提供

事業・
資本政策
コンサル

⼈材⽀援

MUFG⽀援先のスタートアップ時価総額20兆円（26年度）*4

シード アーリー ミドル レイター

MUCAP（VC）*2、ファンド経由出資

MUIP（CVC）*3

⼝座開設⇒各種商品（決済／クレジットカード等）

IPO⽀援

Debt

Equity
Mars*1（Debt / Equity）

出資（アジア地域／デジタル／Fintech）

融資

投融資枠は
約9,000億円規模まで拡⼤

－MUFGでは産業発展・社会課題解決へ貢献するため、スタートアップに様々な⾦融・⾮⾦融
機能を提供。MUFG⽀援先のスタートアップ時価総額20兆円をめざし、取り組みを拡⼤

MUFGのスタートアップへの取り組み 新たな取り組み
⽬的 ⾦融機能 ⾮⾦融機能

⽀
援

共
創
؞
協
働

*1 Mars Growth Capital社による各種デットファンド、及びMars Equity Dragon Fund *2 三菱UFJキャピタル *3 三菱UFJイノベーションパートナーズ
*4 26年度に国内取引先の時価総額合計を約3倍の規模とすることをめざし、グループ⼀体でバリューアップを⽀援
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社会課題の解決③－活⼒溢れる社会／強靭な社会

⾦融サービスへのアクセス拡⼤

強靭な社会に向けた取り組み

－全世代の資産形成・承継を促進／⾦融サービス提供・アジア⾦融包摂を推進
社会全体の⼈権尊重を促進／強靭な経済・社会を⽀えるサービス・インフラを提供

少⼦⾼齢化への対応

全世代のニーズに合わせた商品・サービスを提供し、
資産形成・承継を円滑に⾏える世界を実現する

投資・資産形成の促進
• 商品・サービスの利便性向上
• ニーズに応じたアドバイスの提供
• ⾦融リテラシー向上

円滑な資産・事業承継の実現
• 次世代への資産承継に資する

商品・サービスの拡充
• 事業承継をサポートするための

知⾒蓄積・体制強化

主要KPI ⾦融経済教育提供 50万⼈超（2024〜26年度累計）

• お客さまの最善の利益に資する業務運営の徹底
• ⾦融サービスの提供を下⽀えする統制の実施
• 規制・ベストプラクティスに基づく犯罪検知・阻⽌に向けた、グローバル

で⼀貫した⼿続・インフラの導⼊

強固な
企業ガバナンスの発揮 公正かつ誠実な⾦融サービスの提供

• 預⾦・為替システムの再構築、次世代技術者育成
• 災害・⼤障害を前提としたシステム・訓練の強化
• サイバーセキュリティ対策の強化

（専担組織による脅威情報の収集・分析等）

安⼼・安全な
サービスの提供 信頼性の⾼い⾦融インフラの提供

• サプライチェーン全体における⼈権デューデリジェンス
強化
• グリーバンス／救済措置の運営強化
• 情報開⽰の拡充

⼈権尊重 サプライチェーン全体で⼈権尊重を実現

MUFG⼈権レポート
（2023年6⽉）

• 出資やMODE*2を通じた出資先の事業拡⼤を⽀援
• 出資先のデジタル技術やエコシステム、パートナーシップの強みを活かし

デジタルレンディング提供の機会を拡⼤

26年度のデジタルレンディング提供者数 14百万⼈

新興国Unbanked層*1の経済的安定性の向上

・・・

デジタル⾦融プレイヤー を通じた⾦融包摂促進

*1 銀⾏⼝座を持たない顧客層
*2 MUFG Openly-connected Digital Ecosystem MUFG出資企業間の知⾒蓄積や共有、ビジネスシナジーの創出を⽬的としたデジタルエコシステム形成の取り組み
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73% 73% 73%
現状⽐改善

21年度 22年度 23年度 26年度

企業変⾰の加速〜会社がかわる①
－「挑戦×スピード」を共有すべき価値観と位置付け、スピード改⾰を⼀層進め、

⼈的資本を拡充することで、社員⼀⼈ひとりが活き活きと活躍する会社をめざす

スピード改⾰の加速 ⼈的資本の拡充

主要KPI

*1 MUFG全体（海外含む）の計数 *2 銀⾏、信託、証券の国内の計数

18.0% 19.6%
22.3%

27.0%
30.0%

21年度 22年度 23年度 26年度 30年度

⼈的資本経営に関する考え⽅

エンゲージメントスコア*1 ⼥性マネジメント⽐率*2

⽬標⽬標

社員⼀⼈ひとりが活き活きと活躍し、
社会・お客さまに貢献するグローバル⾦融グループ

ी
क
घ
姿
2
ण
भ
柱

事業競争⼒の
強化

「挑戦とスピード」の
カルチャー醸成

4
ण
भ
重
点
課
題

エンゲージメント向上
DEIの推進
健康経営

プロ度追求1

2

3

4

2 3

がMUFGの「Value（共有すべき価値観）」に

取り組み事例

MUFG Way改定

MUFGの企業価値・従業員エンゲージメントの向上

挑戦の促進 スピーディな業務・判断

挑戦とスピード

・役員・部⻑の決裁権限の⼤幅委譲 等決裁権限・会議運営の⾒直し

・現場の声に基づく約70の⼿続き⾒直し 等⼿続き・ルールの⾒直し

・「3割で共有、5割で議論、7割で結論」 等共有すべき指針の策定

主要KPI︓スピードスコア

71% 71%
現状⽐改善

22年度 23年度 26年度

⽬標
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企業変⾰の加速〜会社がかわる②
－中⻑期的な成⻑に向けた開発リソースを増強し、戦略と基盤強化案件に資源を投⼊。AI・データ

基盤は開発のみならず利活⽤の浸透・習慣化を推進

• 新中計ではシステム開発に
8,000億円を投⼊し、
戦略投資と基盤強化投資を
加速

システム開発リソースの増強

• 新卒・キャリア採⽤を
通じたキャパシティの拡⼤

• システムの
⼗分性確認
• スキルの浸透

• 特定のエリアに
精通した⼈材
の育成

開発要員の
増強

エキスパート
⼈材の

育成・確保

事業部と
ITの

協働強化

7,000 
7,500 8,000 

前々中計 前中計 新中計
戦略／基盤強化

（億円）

30
%
超

リソース増強に向けた取り組み

並⾏して開発を⽀える
リソースも増強

*1 銀⾏（国内外）のユーザー数 *2 Business Intelligence 様々なデータを分析・⾒える化し、経営や業務に役⽴てる⼿法

AI・データ基盤の強化

AI・データ利活⽤の浸透・習慣化

AI案件⽀援数（累積） BI活⽤ユーザー数*1,2

データ基盤
データカバレッジ拡⼤、銀⾏×ニコスをはじめとする業態連携等

AI基盤
AI開発基盤・機能強化

BI*2基盤
全社活⽤に向けた基盤強化

データドリブン
経営の実現 顧客価値向上 ⽣産性向上

前中計 新中計

100件

300件超

前中計 新中計

20,000⼈超

8,000⼈

インテリジェンスを
全社横断
で集約

社内コンサルティング機能
事業本部毎に専担配置、
全社デジタル化施策の⽀援

AIインテリジェンス
国内外のAI最新技術の
探索と検証、⼈材交流

AI・データ基盤

デジタル戦略統括部
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円⾦利上昇による財務影響

37%

34%

2%

22%

5%

+850 
+1,200 

+1,500 

1年⽬ 2年⽬ 3年⽬

シミュレーションの⾦利前提
• 政策⾦利、市場⾦利︓ ⼀律＋0.15%のパラレルシフト

（1年⽬に即時上昇後、据え置き）

－円⾦利上昇により、資⾦収益は増加

円貨バランスシート 円⾦利上昇による年間影響額*1

*1 バランスシート不変の前提

2⾏合算

預貸⾦の構成

2⾏合算

2⾏合算

市場調達等
35

預⾦
169

その他

貸出⾦
65

⽇銀当座
預⾦
90

その他

有価証券
50

*うち満期保有
17

24/3末時点
（兆円） （資⾦収益、億円）

⼤宗が流動性預⾦
⽀払利息増加を

抑制

＜短期＞
⾦利上昇に連動し

収益増加
＜中⻑期＞

再実⾏利回り向上

＜短期＞
⾦利上昇に連動し

収益増加
＜中⻑期＞

評価損失拡⼤
再投資利回り向上

82%

17%
1%

市場⾦利
連動貸出

固定⾦利貸出

プライム
連動貸出

個⼈ローン等

その他
（当座貸越等）

流動性預⾦

定期性預⾦

その他
24/3末時点

貸出⾦ 預⾦
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55
*1 MUB保有資産の評価損等として22年度に計上した8,937億円（税後）のうち、22年度決算で特別利益として戻⼊となった⾦額を調整。与信関係費⽤総額︓3,939億円、

その他臨時損益︓3,410億円、経常利益︓7,350億円 特別利益︓▲7,350億円
*2 MSの持分法適⽤決算期の変更影響額（841億円）除きでは、MUFG定義︓8.1%、東証定義7.6%

23年度22年度（億円） MUB評価損
調整後*1増減

ー2,29547,32545,030業務粗利益（信託勘定償却前）1

ー▲4,49624,57829,075資⾦利益2

ー1,25218,20616,954信託報酬＋役務取引等利益3

ー5,5384,539▲999特定取引利益＋その他業務利益4

ー4,338▲4,507▲8,846うち国債等債券関係損益5

ー▲19928,88729,087営業費（▲）6

ー2,49418,43715,942業務純益7

▲2,1701,769▲4,979▲6,748与信関係費⽤総額8

ー8323,7122,880株式等関係損益9

ー7753,8143,039株式等売却損益10

ー57▲101▲159株式等償却11

ー1,0595,3184,258持分法による投資損益12

1,5044,915▲1,209▲6,125その他の臨時損益13

3,72111,07221,27910,207経常利益14

1,080▲6,270▲7785,491特別損益15

ー▲1,087▲4,783▲3,696法⼈税等合計16

ー3,74214,90711,164親会社株主純利益17

ー33.92124.6590.731株当たり利益（円）18

（ご参考）
－1.5ppt8.5%7.0%ROE（MUFG定義）19

－1.6ppt8.1%6.5%ROE（東証定義）20

－▲3.5ppt61.0%64.5%経費率21

P/Lサマリー

連結 1

2

3

4

5

業務粗利益
• 資⾦利益は、前年の投信解約益5,557億円の剥落やMUB売却の

影響等があり前年度⽐減収も、これらを除けば預貸⾦収益を中⼼に増
収

• 海外の融資関連や受託財産業務、資産運⽤ビジネスを中⼼に、各種
⼿数料収⼊が増加し、役務取引等利益は増収

• 主に前年に計上したポートフォリオ組替えに伴う国債等債券関係損益
▲8,846億円の反動により、特定取引利益+その他業務利益は増収

営業費・経費率
•営業費はMUB売却の影響もあり、前年度⽐▲199億円減少
•経費率は業務粗利益の増加に伴い、61.0%と前年度⽐改善

与信関係費⽤総額
•海外の貸倒引当⾦繰⼊の増加や前年の戻⼊の剥落等あるも、前年の
MUB評価損の反動により、前年度⽐1,769億円の費⽤減少

その他の臨時損益
• 前年のMUB保有債券等の評価損の反動で、前年度⽐+4,915億円

特別損益
• 前年のMUB株式売却益の反動で、前年度⽐▲6,270億円

親会社株主純利益
• 前年度⽐+3,742億円増益の14,907億円と、過去最⾼益

6

1

3

2

4

5

6

2

*2

*2
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営業純益増減の内訳

2,459
(12%)

6,698
(32%)

5,017
(24%)

3,021*3

(14%)

234*4

(1%)

1,250
(6%)

R&C

JCIB

GCIB

市場

GCB

受財

DS

2,454
(11%)

（億円）23年度 18,429億円*2

事業本部別営業純益*1 連結 連結

（億円）

22年度

15,776

23年度

R&C
+898

JCIB
+1,997

GCIB
+1,238受託

財産
+199

18,429
その他
▲933

GCB*3

+119

DS
+253

市場*4

▲1,117

顧客部⾨ 計+4,703

事業本部別営業純益

*1 社内管理上の連結業務純益 *2 本部・その他（22年度:▲1,772億円、23年度:▲2,705億円）を含む *3 MUB売却影響約▲660億円を含む
*4 債券ポートフォリオの簿価改善による影響約▲2,000億円を含む
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当期純利益増減の内訳事業本部別当期純利益*1

667 870
960

1,573

3,359

4,288
664

899

710

791
1,602

800
927

188

3,173 
4,012 

22年度 23年度

連結 連結

23年度 14,907億円*2

顧客
部⾨

7,960*3

顧客
部⾨

9,220

市場
GCIB
受財
GCB

JCIB

R&C

DS

MS*4

*3

11,164*2

22年度 23年度

JCIB
+929

GCIB
▲802

GCB
+235

受財
+81

市場
▲739

顧客部⾨ 計+1,260*3

DS
+203

MS
+838

その他
+2,383

R&C
+613

14,907

事業本部別当期純利益

*1 事業本部計数は社内管理上の当期純利益（速報値）。現地通貨ベース *2 その他（22年度:▲896億円、23年度:1,486億円）を含む
*3 MUBの評価損等の影響を除く *4 持分法適⽤決算期の変更影響額841億円を含む

（億円）（億円）

*4

*3

11,164
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RWA（兆円）*3ROE*2経費率*1営業純益（億円）*1

前年度⽐23年度前年度⽐23年度前年度⽐23年度前年度⽐23年度事業本部

0.29.81.5ppt8% ▲2ppt69%2012,360 デジタルサービス

0.317.03ppt8.5% ▲9ppt67%7942,246 法⼈・リテール

▲ 0.232.72.5ppt12.5% ▲7ppt36%1,3685,448 コーポレートバンキング

▲ 0.121.8▲2.5ppt6% ▲3ppt48%3553,045 グローバルCIB

0.510.61.5ppt*47.5% ▲10ppt56%▲ 462,422 グローバル
コマーシャルバンキング

0.02.5▲1.5ppt27% 0ppt70%1361,108 受託財産

▲ 0.520.0▲2.5ppt0.5% 27ppt90%▲ 1,138275 市場

DS

JCIB

GCB

受財

GCIB

市場

連結

R&C

事業本部別実績①

*1 現地通貨ベース
*2 DS・R&C・JCIB・GCIB・GCBはリスクアセット、受財・市場は経済資本に基づき計算（管理計数、当期純利益ベース、 外貨中⻑期調達コストを除く）
*3 管理計数。バーゼルⅢ規制最終化（完全実施）により2029年3⽉末に適⽤される規制に基づく試算値 *4 MUBの評価損益影響を除く
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事業本部別実績②

増減23年度22年度（億円）

2807,7007,421  粗利益

▲251,4071,432預貸⾦収益

12400387内為・外為

1372,3002,163カード決済

1382,9552,817コンシューマーファイナンス

795,3415,262経費

▲2ppt69%71%経費率

2012,3602,159営業純益

▲196▲956▲760与信関係費⽤*2

203870667当期純利益

0.29.89.7RWA*3（兆円）

1.5ppt8%6%ROE

▲0.310.610.9住宅ローン平残（兆円）

1,659.557.9預⾦平残（兆円）

0.01.51.4消費性ローン残⾼*4（兆円）

0.36.05.7カードショッピング取扱⾼*5（兆円）

増減23年度22年度（億円）

8446,8856,041粗利益

3242,1111,787預貸⾦収益

▲5984988内為・外為

86747661デリバティブ・ソリューション

63692629不動産・証券代⾏・相続

2611,9471,686資産運⽤

504,6394,589経費

▲9ppt67%76%経費率

7942,2461,452営業純益

153▲54▲206与信関係費⽤

6131,573960当期純利益

0.317.016.7RWA*3（兆円）

3ppt8.5%5.5%ROE

0.320.520.1貸出平残*6（兆円）

0.01ppt0.57%0.56%利ざや*7

1.683.782.1預⾦平残（兆円）

法⼈・リテール事業本部*1デジタルサービス事業本部*1

*1 管理計数。現地通貨ベース。ROEは外貨中⻑期調達コストを除く当期純利益ベース *2 利息返還損失引当⾦を含む *3 管理計数。バーゼルⅢ規制最終化（完全実施）により2029年3
⽉末に適⽤される規制に基づく試算値 *4 銀⾏・アコムのカードローン残⾼合計値（保証残⾼を除く） *5 ニコスのカード会員分 *6 消費性ローンを除く *7 外貨中⻑期調達コストを除く
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事業本部別実績③

*1 管理計数。現地通貨ベース。ROEは外貨中⻑期調達コストを除く当期純利益ベース *2 国内分のみ *3 他に不動産証券化等を含む
*4 管理計数。バーゼルⅢ規制最終化（完全実施）により2029年3⽉末に適⽤される規制に基づく試算値 *5 外貨中⻑期調達コストを除く *6 内外合算

増減23年度22年度（億円）

1,3848,5267,142粗利益
1,0684,3533,285預貸⾦収益
▲10873883内為・外為*2

▲38723761デリバティブ・ソリューション*2

9666657不動産・証券代⾏
102533432M&A・DCM・ECM*3

153,0793,063経費
▲7ppt36%43%経費率
1,3685,4484,079営業純益

43▲322▲365与信関係費⽤
9294,2883,359当期純利益

▲0.232.733.0RWA*4（兆円）
2.5ppt12.5%10%ROE

1.239.838.6貸出平残（兆円）
0.10ppt0.66%0.56%利ざや*5

▲0.512.312.8外貨貸出平残*6（兆円）
0.12ppt0.88%0.75%利ざや*5,6

0.436.536.1預⾦平残（兆円）
▲0.214.014.2外貨預⾦平残*6（兆円）

増減23年度22年度（億円）

3175,8135,495粗利益

403,0372,997預貸⾦収益

862,4292,343⼿数料

5261256外為・デリバティブ

38210172DCM･ECM

▲372,7672,805経費

▲3ppt48%51%経費率

3553,0452,691営業純益

▲1,467▲1,947▲480与信関係費⽤

▲8028001,602当期純利益

▲0.121.821.9RWA*4（兆円）

▲2.5ppt6%8.5%ROE

▲1.121.923.0貸出平残（兆円）

0.25ppt1.62%1.36%利ざや*5

▲0.312.713.0預⾦平残（兆円）

コーポレートバンキング事業本部*1 グローバルCIB事業本部*1
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事業本部別実績④

増減23年度22年度（億円）

7,078899▲6,179当期純利益

145817672KS*3

14237224BDI

0.510.610.1RWA*4（兆円）

1.5ppt7.5%6.0%ROE

1.5ppt10.5%9.0%KS*3

▲0.5ppt12.5%13.0%BDI

（兆円）

0.26.76.5貸出平残

KS*3 0.16.16.0預⾦平残

0.46ppt3.91%3.45%NIM*6

0.21.11.0貸出平残

BDI 0.00.90.9預⾦平残

0.17ppt8.16%7.99%NIM*7

*1 管理計数。現地通貨ベース。KSの計数にはGCB帰属分のみを含み、その他の事業本部に帰属する分を除く。BDIはエンティティベース。ROEは当期純利益ベース
*2 MUAHを含む。MUAHの22年度実績（信託・証券⼦会社、JCIB,GCIB,市場に帰属する分を除く）は、粗利2,727億円、経費2,166億円、営業純益561億円、与信関係費⽤▲93億円、当期純利益▲53億円、

ROE▲18.5%（MUBの評価損影響を除く） *3 会計基準差異調整後。市場に帰属する分を除く *4 管理計数。バーゼルⅢ規制最終化（完全実施）により2029年3⽉末に適⽤される
規制に基づく試算値 *5 MUBの評価損影響を除く *6  KSエンティティベース *7  インドネシア⾦融庁による定義

増減23年度22年度（億円）

▲1,8005,5157,315粗利益

8404,2293,388KS*3

911,3111,219BDI

▲1,7553,0924,847経費

▲10ppt56%66%（経費率）

3272,0201,693KS*3

▲2ppt48%50%（経費率）

53717663BDI

0ppt55%54%（経費率）

▲462,4222,468営業純益

5132,2081,695KS*3

38594556BDI

2,908▲1,207▲4,115与信関係費⽤

▲275▲942▲667KS*3

▲28▲265▲238BDI

グローバルコマーシャルバンキング事業本部*1

*5

*2*2
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事業本部別実績⑤

増減23年度22年度（億円）

4563,6883,232粗利益

2111,4991,288AM

1881,4781,290IS

57710654年⾦

3202,5802,260経費

0ppt70%70%経費率

1361,108972営業純益

81791710当期純利益

0.10.40.3経済資本（兆円）

▲1.5ppt27%28%ROE

増減23年度22年度（億円）

▲1,0602,8283,888粗利益

▲423,3533,395セールス&トレーディング

▲443,3273,372FIC & Equity

▲1321,4901,622事業法⼈

181,4961,478機関投資家

22623資産運⽤

▲1,086▲570516トレジャリー

782,5532,475経費

27ppt90%64%経費率

▲1,1382751,413営業純益

▲1111,3851,496セールス&トレーディング

▲1,089▲1,138▲50トレジャリー

▲739188927当期純利益

0.34.44.1経済資本（兆円）

▲2.5ppt0.5%3%ROE

*1 管理計数。現地通貨ベース。ROEは当期純利益ベース

市場事業本部*1受託財産事業本部*1
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事業本部別ROEの精緻化
－のれん等の資本控除、外貨中⻑期調達コストや本部コスト等の費⽤配賦を精緻化。費消資本

対⽐の収益性をより正確に反映し、財務規律を強化

26年度計画ROE
事業本部 増減本件後従来基準

▲1ppt5.5%6.0%リテール・デジタル

▲1.5ppt9%10.5%法⼈・ウェルスマネジメント

▲0.5ppt10.5%11.0%コーポレートバンキング

▲3.5ppt8%11.5%グローバルCIB

1.5ppt9%7.5%グローバル
コマーシャルバンキング

▲12.5ppt13.5%25.5%受託財産

0.5ppt6.5%6.0%市場

26年度計画への影響 連結

RD

JCIB

GCB

受財

GCIB

市場

法⼈
ウェルス
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事業本部別⽬標

RWA（兆円）*3ROE*2経費率*1営業純益（億円）*1

23年度⽐26年度
計画23年度⽐26年度

計画23年度⽐26年度
計画23年度⽐26年度

計画事業本部

+0.29.3▲1ppt5.5%+1ppt76%+3002,300 リテール・デジタル

+1.117.7+0ppt9%▲2ppt64%+4502,500法⼈・ウェルスマネジメント

+0.933.0▲1.5ppt10.5%+1ppt41%+05,150コーポレートバンキング

+1.626.4+6.5ppt8%▲6ppt49%+9503,800グローバルCIB

+1.18.5+0.5ppt9%▲0ppt55%+9503,500グローバル
コマーシャルバンキング

+1.44.3+0ppt13.5%+2ppt73%+3501,450受託財産

+1.819.9+6.5ppt6.5%▲41ppt49%+2,7503,000市場

RD

JCIB

GCB

受財

GCIB

市場

連結

法⼈
ウェルス

*1 現地通貨ベース
*2 RD・法⼈ウェルス・JCIB・GCIB・GCBはリスクアセット、受財・市場は経済資本に基づき計算（管理計数、当期純利益ベース）
*3 管理計数。バーゼルⅢ規制最終化（完全実施）により2029年3⽉末に適⽤される規制に基づく試算値

64



65

資⾦利益*1

業態別業務粗利益の内訳

8,465 
9,849 

14,837 14,958 

1,298 

1,728 

3,709 
1,210 

1,641 

1,604 

1,668 

1,794 

2,899 

3,074 

3,796 

391 

2,847 

2,751 

3,193 

4,081 

1,059 

1,134 

1,217 

1,416 

842
296

655

728

19,051 
20,436 

29,075 

24,578 

20年度 21年度 22年度 23年度

信託報酬＋役務取引等利益 特定取引利益＋その他業務利益*2

（億円） （億円）（億円）

銀⾏
単体

MUAH

KS

BDI

アコム

銀⾏（単体） 信託（単体） MUAH KS BDI証券 ニコス その他（含む連結調整）FSIアコム

信託
単体

銀⾏
単体

信託
単体

証券

MUAH
KS

3,925 4,291 
5,189 

6,556 

2,137 2,274 
2,175 

2,296 

1,032 
1,291 

1,063 

1,485 

1,861 
1,874 

1,906 

2,049 

671 
663 

708 

774 

2,313 
2,888 

3,039 
974 

631 

584 
655 874 

742

1,004
908 1,149

666

875
1,306

2,045

13,982 

15,747 

16,954 

18,206 

20年度 21年度 22年度 23年度

3,120

955

▲1,586

1,321
▲119 ▲338

▲2,819

▲684

1,869

1,588
1,995

1,951

612 

385 
319 

644 

156 

143 
250 

486 

536 

721 
842 

819 

6,176

3,456 ▲999

4,539

20年度 21年度 22年度 23年度

*1 投信解約損益（2⾏合算） 20年度︓▲145億円、21年度︓347億円、22年度︓5,557億円、23年度︓988億円を含む
*2 国債等債券関係損益 20年度︓1,190億円、21年度︓▲1,404億円、22年度︓▲8,846億円、23年度︓▲4,507億円を含む

銀⾏単体内訳
7,1706,7535,5145,319国内

7,7878,0834,3343,145国際

銀⾏単体内訳
2,6852,5332,4332,423国内

3,8712,6551,8581,502国際

銀⾏
単体

信託
単体

ニコス

KS
FSI

証券

MUAH
アコム

連結連結連結
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14,907 

9,896

8,726

5,281

7,770 

11,308 11,164

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

23年度業績⽬標達成率と業態別内訳

親会社株主純利益の推移 連結

銀⾏
単体

8,042

KS
963

証券
487

ニコス
27

アコム
210

MS
4,012

MUFG
連結

14,907

信託
単体
578

その他*3

55

BDI
281

FSI
248

（億円）
*2

親会社株主純利益内訳*1

*1 持分⽐率勘案後の実績 *2 持分法適⽤決算期の変更影響額841億円を含む
*3 銀⾏国内⼦会社の特別配当にかかる連結調整約▲800億円を含む

連結

（億円）

⽬標
13,000

達成率
114.7%
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14.9 15.0 14.6 14.2

48.4 48.9 50.2 52.1
2.5 2.1 1.7 2.6
39.3 43.0 41.2 46.8
2.2 2.2 2.5 2.4107.5 111.5 110.4 118.3

21/3末 22/3末 23/3末 24/3末

23/3末⽐ 海外貸出 +5.6（除く為替影響 +0.8）

その他

海外貸出*3

政府等

国内法⼈*1,2

住宅ローン*1

B/Sの状況

総資産

貸出⾦
（銀⾏勘定+信託勘定）

118.3兆円

有価証券
（銀⾏勘定）

86.8兆円

403.7兆円
負債

預⾦
224.0兆円

純資産
20.7兆円

382.9兆円

（兆円）

（兆円）

24/3末時点

海外店
その他⼦会社等

法⼈等*4

個⼈*4

B/Sサマリー 貸出⾦（末残）

預⾦（末残）

連結 連結

連結

*1 2⾏合算＋信託勘定 *2 政府等向け貸出除く、外貨建貸出を含む
*3 海外⽀店＋MUAH＋KS＋ダナモン銀⾏＋MUFGバンク（中国）＋MUFGバンク（マレーシア）＋MUFGバンク（ヨーロッパ） *4 2⾏合算

23/3末⽐ 海外店他 +7.1（除く為替影響 +1.8）

84.8 88.2 90.8 92.7

79.7 80.0 82.1 83.5

46.9 47.1 40.6 47.7
211.5 215.4 213.6 224.0

21/3末 22/3末 23/3末 24/3末

67



68

1. 顧客性預⾦︓ 地域・業種の分散とともに滞留性*2を確保

2. 中⻑期市場調達︓⼿段・年限の分散を重視

3. 有価証券︓ 外国国債等、資⾦化が容易な⾼流動性資産を潤沢に保有

4. 貸出⾦︓ 顧客性預⾦と中⻑期市場調達の範囲内

外貨流動性*1

資産 負債

中⻑期
市場調達

114

顧客性預⾦
（中銀預⾦含む）

272

その他負債

貸出⾦
304

市場運⽤等
87

その他資産

有価証券
111

その他
市場調達等

144

0

100

200

18/3
末

18/9
末

19/3
末

19/9
末

20/3
末

20/9
末

21/3
末

21/9
末

22/3
末

22/9
末

23/3
末

23/9
末

24/3
末

預貸ギャップ 中⻑期市場調達

預貸ギャップ伸縮等に合わせ、
機動的に中⻑期市場調達を調整

三菱UFJ銀⾏*1の外貨流動性運営の特徴

有担保調達等 12
社債・借⼊⾦ 67

中⻑期円投 35

︓ TLAC適格シニア調達等

︓ 通貨スワップは中⻑期で実⾏
︓ JGBを⽤いたクロスカレンシー・レポ*3等

－安定性に⽴脚した健全なバランスシート運営を実践

24/3末時点

*1 銀⾏連結（除くMUAH、KS、BDI）。内部管理ベース *2 平時に加えストレス時にも滞留が⾒込まれる性質 *3 資⾦と証券の通貨が異なるレポ取引

（⼗億⽶ドル）

預貸ギャップと中⻑期市場調達残⾼の推移
（⼗億⽶ドル）

68



69

14.9 15.0 14.6 14.2

23.9 24.7 24.9 26.0 

24.4 24.2 25.2 26.1

2.5 2.1 1.7
2.665.9 66.1 66.6

69.1

21/3末 22/3末 23/3末 24/3末

国内貸出⾦

（兆円）

政府等

⼤企業*2

中⼩企業*2,3

住宅ローン

23/3末⽐ +2.4

貸出⾦（末残）*1 国内預貸⾦利回り*4

国内法⼈貸出利ざや*2,4,5

*1 銀⾏勘定+信託勘定 *2 外貨建貸出を含む *3 中⼩企業等貸出⾦－消費者ローン
*4 政府等向け貸出を除く *5 社内管理上の計数 *6 期末の利⼦補給⼀括計上の影響除き *7   23年度4Qより算出⽅法を変更し、本資料では過去分についても遡及修正

0.81%

0.89%0.81% 0.79% 0.80% 0.81%

0.89%

0.81% 0.79% 0.80%

0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

0.0%

0.6%

0.7%

0.8%

0.9%

1.0%

21年度
4Q

22年度
4Q

23年度
4Q

貸出⾦利回り 預貸⾦利回り差
預⾦等利回り

0.55%

0.56% 0.56%
0.59%

0.64% 0.65%0.66%

0.58%
0.60%

0.58%

0.66%

0.59%

0.4%

0.5%

0.6%

0.7%

0.8%

21年度
4Q

列6 22年度
2Q

22年度
4Q

23年度
2Q

23年度
4Q

⼤企業 中堅・中⼩企業

*6

*6

*7

連結 2⾏合算

2⾏合算
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7.3 8.8
13.8 16.2

6.7 6.8
7.6

8.311.2 12.3
12.8

14.58.3
9.1

4.6
4.9 5.6

6.3
0.8

0.9 1.0
1.4

0.0
0.0 0.0

0.0
39.3

43.0 41.2
46.8

21/3末 22/3末 23/3末 24/3末

海外貸出⾦

3.56% 3.35% 3.64% 4.05%
4.50%

8.2% 8.4% 8.1% 8.1% 8.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

21年度
4Q

22年度
4Q

23年度
4Q

KS BDI10.0%

8.0%

1.24% 1.25%
1.33%

1.39% 1.39%

0.85%

1.05%

1.25%

1.45%

21年度
4Q

22
1Q

22年度
2Q

22
1Q2

22年度
4Q

23
1Q

23年度
2Q

23年度
4Q

KS

EMEA

⽶州

アジア・
オセアニア

BDI
その他*2 5.07%

5.79%
6.12% 6.31% 6.20%

1.58% 1.83% 1.80% 1.87% 1.68%

3.49%
3.96%

4.32% 4.44% 4.52%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

21年度
4Q

22年度
4Q

23年度
4Q

貸出⾦利回り 預貸⾦利回り差
預⾦等利回り

MUAH*1

23/3末⽐ +5.6
（除く為替影響 +0.8）

貸出⾦（末残） 海外預貸⾦利回り*3連結 2⾏合算

純⾦利収益率（NIM） KS・BDI

海外貸出利ざや*3 2⾏合算

（兆円）

*1 23/3末より「MUAH」は「⽶州」に含まれる。MUB株式譲渡に伴い2.7兆円（概算値）が海外店に移管 *2 特別国際⾦融取引勘定等 *3 管理計数
*4 タイ会計基準に基づくKSの決算報告書における財務情報 *5  インドネシア会計基準に基づくBDIの決算報告書における財務情報

*4 *5
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24/3末評価損益24/3末残⾼

23/3末⽐23/3末⽐（億円）

ーー33,238248,439満期保有⽬的1

13,05627,258▲33,847617,363その他有価証券2

10,38137,5888,29751,016国内株式3

▲99▲1,299▲46,772250,746国内債券4

155▲707▲21,535213,652うち国債5

2,774▲9,0304,627315,600その他6

7831273,0117,095うち外国株式7

1,189▲9,973▲7,196209,904うち外国債券8

8018148,81298,599その他9

3.54 
2.91 2.59 2.72 

3.26 
3.75 

0.11

▲ 0.06 ▲ 0.15 ▲ 0.12 ▲ 0.21 ▲ 0.12
▲ 0.85

▲ 1.84
▲ 1.11

▲ 1.70
▲ 0.99

3.87 

2.39 
0.76 1.42 

1.36 

2.72 

21/9 22/3 22/9 23/3 23/9 24/3

国内株式 国内債券 外国債券 その他

保有有価証券①

*1

有価証券（時価あり）の内訳 その他有価証券評価損益の推移連結 連結

*1 為替影響除きでは約+0.2兆円 *2 社内管理上の計数。概算値

（兆円）

外国債券 ︓ ▲0.7 ▲0.8 ▲0.5▲1.0

国内債券 ︓ ▲0.2 ▲0.2 ▲0.2▲0.1

ヘッジポジション等勘案後の債券評価損益*2 (兆円)

▲0.1

▲0.4
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23.5 21.0 21.2 20.8 21.8 22.3 

4.9 
6.0 8.9 11.0 9.3 8.7 

3.1 3.5 
4.6 4.0 4.2 4.2 2.7 2.5 
1.4 1.1 0.9 0.6 34.3 33.1
36.3 37.0 36.4 35.9

2.7 2.8 
1.9 1.5 1.3 1.0 

21/9末 22/3末 22/9末 23/3末 23/9末 24/3末

10年超 5年超10年 1年超5年
1年以内 デュレーション

保有有価証券②

1.8 1.9 2.8 3.1 2.9 2.9 
5.8 3.2 3.0 

7.2 4.5 6.7 
5.1 

5.6 3.5 

4.9 
4.3 

4.6 

8.3 
7.5 10.4 

9.5 
10.9 

10.8 

21.2 
18.4 19.7 

24.9 
22.8 

25.2 

5.2 

5.8 5.9 

5.1 
5.6 

5.0 

21/9末 22/3末 22/9末 23/3末 23/9末 24/3末

10年超 5年超10年 1年超5年
1年以内 デュレーション平均デュレーション*2（年） 平均デュレーション*2（年）

うち満期保有
⽬的債券︓
（兆円）

国債残⾼*1・デュレーション 外国債券残⾼*1・デュレーション 2⾏合算2⾏合算

（兆円）（兆円）

*1 その他有価証券および満期保有⽬的の国債 *2 その他有価証券

7.2 14.7 14.6 5.9 7.0 7.113.5 5.21.7
うち満期保有
⽬的債券︓
（兆円）

2.0
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0.04%
0.01%

0.20%

0.48%

0.30%

0.62%

0.43%

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

▲161*8

▲649
▲1,181

▲400

▲328

▲349

▲100

与信関係費⽤*1

▲461 ▲58

▲2,229

▲3,314

▲5,155

与信関係費⽤
総額内訳

▲2,504▲988▲2,338▲2,2321261,2987952⾏合算*3

▲965▲765▲660▲644▲876▲817▲836CF*4

▲1,512▲5,083▲289▲2,323▲1,416▲523▲427海外*5

389▲2645▲62▲158その他*6

戻⼊益

費⽤

*1 償却債権取⽴益を含む *2 与信関係費⽤総額÷期末貸出⾦残⾼ *3 海外⽀店を含む *4 コンシューマーファイナンス。ニコスとアコムの連結ベース合算
*5 銀⾏および信託の海外連結⼦会社の合算。⼦会社の決算⽇（2023年12⽉末）の財務諸表により連結している主要な在外⼦会社の2024年1⽉–3⽉における与信関係費⽤総額は、現時点の⾒積もりでは、

総額5百億円程度発⽣する⾒込み。当該与信関係費⽤総額はMUFGの2025年3⽉期第1四半期連結財務諸表に反映される予定 *6 その他⼦会社および連結調整等
*7 MUB株式の譲渡契約の締結に伴い、売却対象の貸出⾦に係る公正価値評価による損失等3,939億円を含む
*8 MUB株式の譲渡契約の締結に伴い、売却対象の貸出⾦に係る公正価値評価による損失等3,939億円を除く

（億円）

▲6,748*7

与信関係費⽤⽐率*2

▲4,979

うちパートナーバンク（MUFG連結決算基準）

▲500

（億円）

▲1,139

MUAH KS BDI

24年1–3⽉
現時点の⾒積り

22年度 23年度
▲1,530

▲4,000

*7
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15,297 

17,660 17,925 18,641 19,444 

17,055 
15,399 

16,558 
15,392 

12,717 

9,670 
10,898 

13,410 

1.66%
2.08% 2.24% 2.20% 2.12%

1.67%
1.40% 1.45% 1.41%

1.17%
0.90% 0.99%

1.25%

09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末

13,639 
14,718 

15,634 

20,075 

1.14% 1.18% 1.26%
1.51%

21/3末 22/3末 23/3末 24/3末

銀⾏法及び再⽣法に基づく債権（正常債権を除く）*1

1,3476376407131,1601,3398821,2631,2201,2721,2121,363426EMEA*3

2,2471,4551,4821,5752,1601,9941,0071,1491,2508921,1031,473812⽶州*4

3,0052,5911,7031,5581,4231,4531,08889017014494144154アジア

6,8096,2135,8438,87010,64711,77112,42013,75216,80316,33215,51514,67913,905国内

1,7151,5521,2401,387

6,0151,0211,7812,267

4,2073,7023,0293,058

8,1379,3588,6666,925

リスク管理債権（旧基準） 新基準

*1 従来開⽰していた「リスク管理債権」の定義が「⾦融再⽣法開⽰債権」の定義と同⼀となったため、銀⾏法及び再⽣法に基づく債権として開⽰。地域は債務者の所在地による区分
*2 銀⾏法及び再⽣法に基づく債権（正常債権を除く）残⾼ ÷ 銀⾏法及び再⽣法に基づく債権残⾼（旧基準はリスク管理債権残⾼ ÷ 貸出⾦残⾼（銀⾏勘定、末残））
*3 09/3末–12/3末にはEMEA以外の⼀部地域も含む *4 09/3末–12/3末は⽶国のみ

不良債権⽐率
*2

【内訳】

（億円）
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⾃⼰資本

増減24/3末23/3末（億円）

17,604150,413132,808普通株式等Tier1資本1

8,55524,38415,828その他Tier1資本2

26,160174,797148,637Tier1資本3

35723,38123,023Tier2資本4

26,517198,178171,661総⾃⼰資本（Tier1＋Tier2）5

▲ 122,0321,111,6011,233,633リスクアセット6

118,391995,056876,664信⽤リスク7

▲ 41,69825,13166,829マーケットリスク8

6,67091,41384,743オペレーショナルリスク9

▲ 205,3950205,395フロア調整*210

203,9113,364,2563,160,345総エクスポージャー*311

0.49ppt5.19%4.70%レバレッジ⽐率12

9.5% 9.8%
11.8%

11.0% 10.7%

13.5%

22/3末 23/3末 24/3末

その他
有価証券

評価差額⾦

10.4% 10.3% 10.1%

11.7% 11.0% 11.5%

22/3末 23/3末 24/3末

CET1⽐率 23年度実績連結 連結

CET1⽐率 - 規制最終化（完全実施）*1

*1 バーゼルⅢ規制最終化（完全実施）により2029年3⽉末に適⽤される規制に基づく試算 *2 バーゼルⅠとバーゼルⅢの乖離による調整額
*3 ⽇本銀⾏に対する預け⾦の額を含まず計算

連結

その他
有価証券

評価差額⾦

75



76

キャピタルアロケーション

CET1
⽐率

（23/3末）

CET1
⽐率

（24/3末）

CET1
⽐率

（25/3末）

親会社株主
純利益

配当 親会社株主
純利益

10.3%

24年度⾒通し23年度実績

成⻑投資、
RWA増減

10.1%

+1.3%

▲0.4%

▲0.4%

成⻑投資、
RWA増減、
為替影響、

その他

資本配賦の実績と⾒込み（規制最終化（完全実施）・含み益除き*1）

*1 バーゼルⅢ規制最終化（完全実施）により2029年3⽉末に適⽤される規制に基づく試算値。その他有価証券評価差額⾦を除く

配当 ⾃⼰株式取得
（決議済み）

成⻑投資
（公表済み）

▲0.3%

その他⾃⼰株式
取得

▲0.4%
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バーゼルIII最終化移⾏後のRWA推移

フロア調整

50%

72.5%

リスクアセットの
算出⽅法

• 標準的⼿法のみで算出したリスクアセット額
• 内部モデル⼿法によって算出したリスクアセット額

フロア フロア

︓採⽤されるリスクアセット

2024年3⽉時点（MUFG） 2029年3⽉時点（MUFG）*1

－24年3⽉期の最終化されたバーゼルⅢへの移⾏後は、内部モデル⼿法で算出されたRWAに、標準的⼿法で
算出されたRWAに⼀定の掛け⽬を乗じた「フロア」を基に算定した「フロア調整」を加算してRWAを算定

RWAのフロア調整

29/328/327/326/325/324/3適⽤時期
72.5%70%65%60%55%50%資本フロア

111兆円

171兆円

*1 上記グラフはバーゼルIII最終化移⾏後のRWAのフロア調整を説明することのみを⽬的としており、実際の数値に基づくものではない

1 2 1 2

1
2
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最低所要⽐率24年3⽉末
実績

18%25.06%リスクアセットベース

6.75%*49.65%総エクスポージャーベース

⾃⼰資本規制及びTLAC規制対応 ー 資本のベストミックスと規制⽐率

9.37%

2.19%
2.10%

3.50%

7.89%

資本バッファー*3

（4.16%）

CET1 
（4.5%）

AT1
Tier2

預保貢献*2

（3.5%）

シニア等*1

4.16%

*1 当該項⽬はシニア調達の他に、⾃⼰資本⽐率と外部TLAC⽐率の計算⼿法の差異による調整や⾃⼰保有のその他TLAC負債額の調整等が含まれる
*2 預⾦保険制度の貢献。預⾦保険機構に事前に積み⽴てられた資⾦を資本再構築に⽤いることができることを前提に、⼀定額を外部TLACの額に算⼊することが認められている

（リスクアセット対⽐で、22/3末以降、3.5%を外部TLAC⽐率に算⼊可能）
*3 ⾦融及び経済のストレス期において損失の吸収に使⽤できる資本のバッファー。

MUFGの場合はリスクアセット対⽐で、G-SIBs共通の資本保全バッファー2.5%、別途告⽰にて指定された各⾦融機関のシステム上の重要性に鑑みた追加資本バッファー1.5%が求められている。
尚、総与信の過剰な拡⼤等による⾦融システム全体のリスクの積み上がりに対するカウンターシクリカルバッファーは0.16%

*4 2024年4⽉以降は7.1%
*5 Single Point of Entryアプローチ。単⼀の⾦融当局が⾦融グループの最上位の持株会社等に対して破綻処理権限を⾏使することにより、当該⾦融グループを⼀体として処理する⽅法

MUFGはSPEアプローチ*5を採⽤
破綻処理対象会社である持株会社にて

全ての規制資本調達を実施

24/3末実績 最低所要⽐率

総⾃⼰
資本⽐率
12.16%

総⾃⼰
資本⽐率
17.82%

外部
TLAC⽐率
25.06% 外部

TLAC⽐率
18%

MUFGの⾃⼰資本⽐率及び外部TLAC⽐率 外部TLAC⽐率の実績と所要⽐率

－資本の「効率性」と「質的・量的充実」の適切なバランスをめざした資本運営を実施
• AT1・Tier2を有効活⽤し、中⻑期的に必要⼗分な⾃⼰資本⽐率をコントロール
• TLAC適格シニア調達を通じて安定的な外部TLAC⽐率を維持
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349 
204 
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113 

297 

0
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1,000

15年度16年度17年度18年度19年度20年度21年度22年度23年度24年度 24年度25年度26年度27年度28年度29年度30年度31年度32年度33年度
AT1(JPY) AT1(USD) Tier2(JPY)

*1 ドル建てAT1債の発⾏・償還額は24/3末為替レートにて円換算 *2 24/4末時点での公募債の合計（除く買⼊償却額）
*3 初回コール可能⽇と満期⽇の到来額を集計。Tier2は銀⾏・信託銀⾏発⾏バーゼルⅡ劣後債を含む
*4 TLAC適格シニア社債の発⾏・償還額は24/3末為替レートにてドル換算

⾃⼰資本規制及びTLAC規制対応 ー 調達実績及び償還スケジュール

TLAC適格シニア社債*4

(⼗億⽶ドル)

7.5 
13.2 10.3 

4.5 
11.3 

15.9 

2.5 

13.9 
5.4 6.7 6.6 4.4 1.3 3.6 4.2 

1.3 

0.9 
1.1 

0.5 

0.5 

3.3 

0.5 

4.4 

0.5 0.5 
0.5 

0.8 

0.3 

0.3 

0.7 

2.3 

1.6 

1.8 

0.5 
0.3 0.5 

0.2 0.4 
5.0 

8.6 8.8 

14.1 
11.7 

5.0 

12.5 

21.5 

4.6 
2.5 

20.3 

5.9 7.5 7.1 
3.3 4.9 

1.8 
3.7 5.4 

1.0 
0

5

10

15

20

25

15年度16年度17年度18年度19年度20年度21年度22年度23年度24年度 24年度25年度26年度27年度28年度29年度30年度31年度32年度33年度
USD EUR AUD JPY

AT1、Tier2社債*1

(⼗億円)

▲1.0 ▲1.6

買⼊消却額

• 23年度は円建てAT1債を中⼼とした規制資本調達によって、安定的な⾃⼰資本⽐率・外部TLAC⽐率を維持
• 23年10⽉には本邦発⾏体初の外貨建てAT1債となるドル建てAT1債を7.5億⽶ドル発⾏し、調達⼿段の多様化を実現

発⾏実績*2 償還スケジュール*3

発⾏実績*2 償還スケジュール*3

79



80

8.7%
9.0%

8.7%

7.6%
7.2%

7.5%

6.4%

3.8%

5.6%

7.7%
7.0%

8.5%

8.0% 8.1%

7.4%

6.2% 6.0%
6.3%

5.4%

3.3%

4.7%

6.7% 6.5%

8.1%

0%

4%

8%

12%

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

当社定義 東証定義

ROE
連結

*1
｛（期⾸株主資本合計＋期⾸為替換算調整勘定）＋（期末株主資本合計＋期末為替換算調整勘定）｝÷2

親会社株主純利益
×100

*1
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275
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21/3 21/9 22/3 22/9 23/3 23/9 24/3

TSR（株主総利回り）

（2021年3⽉末の株価終値＝100）

（出所）Bloomberg 

バンク・オブ・アメリカ

JPモルガン

MUFG

三井住友FG

みずほFG

HSBC
ホールディングス

バークレイズ

ドイツ銀⾏

シティグループ

BNPパリバ

モルガン・スタンレー

（年／⽉末）

ゴールドマン・サックス
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23年度国内証券単純合算（億円）
4,469純営業収益
2,901MUMSS
1,358MSMS

209auカブコム証券
3,250販売費・⼀般管理費
2,208MUMSS

881MSMS
160auカブコム証券

1,236経常損益
718MUMSS
469MSMS
48auカブコム証券

898純損益
544MUMSS
326MSMS
26auカブコム証券

国内証券ビジネスの状況

国内証券*1合算計数 純営業収益・経常損益の推移

業務セグメント別 純営業収益の推移

23年度業務セグメント別（億円）
国内営業（MUMSS＋auカブコム証券）

1,837純営業収益
318経常利益

ホールセール（MUMSS＋MSMS）
3,077純営業収益

980経常利益

1,307 1,273 1,186 1,424 1,397 1,503 

468 516 610 
591 606 

751 86 90 89 
87 99 

109 
1,862 1,880 1,886 

2,103 2,104 
2,365 

452 457 450 531 516 720 

21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期 23年度下期
MUMSS MSMS auカブコム証券 経常損益

1,192 1,229 1,253 1,500 1,441 1,636 

835 799 780 
754 840 

997 

21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期 23年度下期

ホールセール 国内営業

（億円）

（億円）

*1 MUMSS＋MSMS＋auカブコム証券
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収益⼒強化に向けた資本活⽤
－持続的成⻑に向けた重要な⼿段として規律を持って資本活⽤を検討。既存出資も定期的に⾒直し

売 却戦 略 出 資

アジア デジタル関連 グローバルAM/IS

規律のある投資規準

• デジタル、アジア、グローバルAM/IS等の
成⻑領域や新規ビジネスを検討戦略性 • 企業価値向上に資する採算基準

• 投資実⾏後も定期的にモニタリング出資採算 • 戦略領域への
資本の再配分資本効率

• 既存投資からのリターン取り込みに注⼒
• ⽬線に合致する案件がなければ、余剰資本は株主還元に活⽤

*1 Krungsri Capital Securitiesへ名称変更 *2 Vietin Bank、KS、Security Bank Corporation、BDIへの当初出資額の合計
*3 Mars Growth Capital（約1,660億円）とMars Equity Fund（約670億円）の合計 *4 社内管理基準（売却等勘案後）
*5 株式取得⾦額1,110百万豪ドルの2024年4⽉末為替レートによる円貨換算額 *6 当初出資額300百万ユーロの2024年4⽉末為替レートによる円貨換算額

2023
Capital Nomura

Securities*1

約210億円
2012–2019

商業銀⾏
（VTB, KS, SBC, BDI）

約1.4兆円*2

2023
MUIP 

Garuda Fund
約130億円

2022
MUFG 

Ganesha Fund
約370億円

2024

約660億円

2023

約870億円

2022

約260億円

2023

約320億円

2020–2023

約2,330億円*3

2020

約780億円

2022

約140億円
2016-2024

オープンイノベーション
出資 約20社

約500億円*4

2023

2019

約3,000億円
2013–2020

約760億円

2022

約100億円
2020

約360億円 約100億円

2019

約490億円

2019

約450億円

2018

約680億円

2017

約2.1兆円

2022

⾜元の検討状況

2024

約1,100億円*5

• 継続的に検討も、当⾯は⼤型規模の案件は想定せず

2023

約160億円

約500億円*6
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KS、BDIの決算概要*1

（⼗億IDR）（億円）

前年度⽐23年度22年度前年度⽐23年度22年度

1,26618,20316,9372351,6741,439粗利益

7439,9579,214133916783営業費⽤

5248,2477,723102758656営業利益

3863,6873,30159339280与信費⽤

2023,5043,30242322280親会社株主に帰属する純利益

BDI*3

*1 各決算期末の為替レートにて円換算。22年度は1THB=3.80円、1IDR=0.0085円。23年度は1THB=4.13円、1IDR=0.0092円 *2 タイ会計基準
*3 インドネシア会計基準。リストラクチャリングに係る損失を含む

（百万THB）（億円）

前年度⽐23年度22年度前年度⽐23年度22年度

22,532138,948116,4161,3155,7384,423粗利益

10,80061,83551,0356142,5531,939営業費⽤

11,73277,11365,3817003,1842,484営業利益

8,96435,61726,6524581,4701,012与信費⽤

2,21632,92930,7131921,3591,167親会社株主に帰属する純利益

KS*2

84



85

78.0 83.8 
99.4 

0

50

100

21年度 22年度 23年度

⾦利収益

3.24%
3.45%

3.91%

NIM

695 721 702 

290 305 340 
412 413 430 
281 285 269 
153 158 171 
66 68 105 

0

1,250

2,500

21/12末 22/12末 23/12末

44.9 

32.6 

39.6 

0

25

50

21年度 22年度 23年度

*1

アユタヤ銀⾏（KS）の主要計数

11.2%
9.3% 9.3%

13.6% 13.2% 13.6%

0%

10%

20%

21年度 22年度 23年度

ROE CET1⽐率

*11,779 1,805 1,840 

0

1,000

2,000

21/12末 22/12末 23/12末

1,9491,890

（⼗億THB） （⼗億THB） （⼗億THB）

（⼗億THB）

貸出残⾼ ⾦利収益 ⾮⾦利収益

預⾦残⾼ 経費率 ROE・CET1⽐率*2

2,017

コーポレート SME
オートローン 住宅ローン
クレジットカード、パーソナルローン、その他

*1 21年度における、TIDLORの株式20%売却による⼀過性の影響を除いた調整後の⾮⾦利収益、経費率、ROEは、それぞれ34.2⼗億タイバーツ、43.2%、8.6%
*2 アユタヤ銀⾏単体

39.8%
43.8% 44.5%

30%

40%

50%

60%

21年度 22年度 23年度

*1

ASEAN
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0

10
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21年度 22年度 23年度

⾦利収益

7.7% 8.0% 8.2%

NIM

58.2 68.7 78.8

21.3 20.9
22.610.6 12.6
17.740.4

44.6
55.7

0

100

200

21/12末 22/12末 23/12末

ダナモン銀⾏（BDI）の主要計数

130.5
146.7

174.9

（兆IDR） （兆IDR） （兆IDR）

（兆IDR）

貸出残⾼ ⾦利収益*1 ⾮⾦利収益

預⾦残⾼ 経費率 ROE・CET1⽐率

*1 リストラクチャリングに係る損失を含む

ホールセール SME
コンシューマー オート

3.1 
2.8 3.0 

0

2

4

21年度 22年度 23年度

123 127 140

0

50

100

150

21/12末 22/12末 23/12末

51.0%
54.4% 54.7%

30%

40%

50%

60%

21年度 22年度 23年度

4.1%
8.3% 8.3%

26.0% 25.5% 26.5%

0%

10%

20%

30%

21年度 22年度 23年度

ROE CET1⽐率
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外部評価

ESG評価機関の評価 ESGインデックスへの組み⼊れ

2024/3末評価機関

AMSCI

3.9FTSE

22.3Sustainalytics

50S&P Dow Jones

A-CDP

★4.5⽇経SDGs

386.8東洋経済

︓役員報酬評価の対象

GPIF選定ESGインデックス

• MSCI⽇本株ESGセレクト・リーダーズ指数

• MSCI⽇本株⼥性活躍指数（WIN）

• FTSE Blossom Japan Index

• FTSE Blossom Japan Sector Relative Index

• S&P/JPXカーボン・エフィシェント指数

• Morningstar ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト指数

その他

• Bloomberg Gender-Equality Index

• FTSE4Good

• SOMPOサステナビリティ・インデックス
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⼈的資本への投資（DEI – Diversity, Equity & Inclusion）

⽬標実績

27/3末までに27.0%22.3%
※24年4⽉⼥性マネジメント*1⽐率

ジェンダー
–17名

※24年4⽉⼥性取締役・執⾏役員数*2

経団連「2030年30%へのチャレンジ」
に賛同

26.6%
※24年4⽉⼥性取締役⽐率（持株）

100%
78%、93%、

100%
※23年度

男性育休取得率*3

（銀⾏、信託、証券）

–63% 
※24年3⽉社員の割合

外国⼈ –
10名

（うち⼥性1名）
※24年3⽉

執⾏役員数（銀⾏）

維持・向上26.4%
※24年3⽉外国⼈管理職⽐率*4

維持・向上12.2%
※24年3⽉キャリア採⽤管理職⽐率*5中途採⽤

–約1,400名
※23年6⽉障がいのある社員数障がい者

－多様な⼈材の採⽤・育成・登⽤といった投資を継続し、多様な意⾒が反映された意思決定・
イノベーションを通じて、企業価値を向上

*1 国内の銀⾏、信託、MUMSSにおける次課⻑以上の⼥性社員の割合 *2 持株、銀⾏、信託、MUMSS、ニコスの合計
*3 取得期限をふまえた実質育休取得率。育児介護休業法に基づき算出した取得率は、銀⾏83％、信託97%、証券122%
*4 国内外の管理職のうち海外採⽤社員（銀⾏・MUMSSは海外⽀店・PBを除く実質⽀店現地法⼈。信託は海外⽀店のみ）の管理職が占める割合
*5 国内管理職（上席調査役等の管理監督者を含む）に占める中途採⽤者の割合
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知⾒・専⾨性、経験
独⽴
社外担当*1⽒名 サステナ

ビリティ
IT・

デジタルグローバル法律財務会計⾦融企業経営

--●--●-●指名、報酬、リスク*藤井 眞理⼦1

●-●--●-●監査本⽥ 桂⼦2

●●----●●指名、報酬、監査加藤 薰3

●-●●---●指名、報酬*桑原 聡⼦4

●●----●●指名*、報酬野本 弘⽂5

●-●--●-●リスクマリ・エルカ・
パンゲストゥ6

●●---●●●リスク清⽔ 博7

--●●---●リスクデイビッド・
スナイダー8

--●-●--●監査*辻 幸⼀9

--●

当社グループの事業に精通し、
当社グループの経営管理を

適切に遂⾏する能⼒を有する

監査宮永 憲⼀10

--●監査新家 良⼀11

●●●三⽑ 兼承12

●●●-指名、報酬⻲澤 宏規13

●-●⻑島 巌14

●--半沢 淳⼀15

●-●⼩林 真16

独⽴社外取締役の割合

9名／16名
56.2%

⼥性の割合

外国⼈の割合

4名／16名
25.0%

2名／16名
12.5%

（2024年6⽉末時点（予定））

*1 指名︓指名・ガバナンス委員会委員、報酬︓報酬委員会委員、監査︓監査委員会委員、リスク︓リスク委員会委員 *印は委員⻑

ガバナンス（取締役会構成）

89



90

ガバナンス（役員報酬）

評価
ウェイト⽀給基準業績

連動幅
業績連動

有無
報酬
種類

-• 役位等に応じて⽀給
• 「取締役⼿当」「委員（⻑）⼿当」「住宅⼿当」等を含む-固定基本

報酬

-役位別の基準額-業績
⾮連動

株式
報酬

＜55%＞
30%
10%
10%

05%

中計における⽬標⽐達成率等
（1）連結ROE
（2）連結経費率
（3）ESG評価

• GHG⾃社排出量削減
• 従業員エンゲージメントサーベイスコア
• ⼥性マネジメント⽐率
• ESG外部評価機関評価*2

（4）TSR

役位別の
基準額×

0%–
150%

中⻑期
業績連動

＜45%＞
25%
20%

前年度⽐伸び率の競合他社⽐較*3

（1）連結業務純益
（2）親会社株主に帰属する当期純利益

＜60%＞

20%
10%
20%
10%

業績連動（定量評価）※社⻑の例
前年度⽐増減率および⽬標⽐達成率
（1）連結営業純益
（2）親会社株主に帰属する当期純利益
（3）連結ROE
（4）連結経費率

役位別の
基準額×

0%–
150%

短期
業績連動

役員
賞与

＜40%＞個⼈の職務遂⾏状況（定性評価）※社⻑の例
• 顧客部⾨の収益⼒強化
• 各種リスクへの対応
• サステナビリティ経営の進化 等

－新たな中期経営計画を踏まえ、役員報酬制度を改定

*1 社⻑の報酬構成割合は、基本報酬︓株式報酬︓役員賞与＝1︓1︓1を維持
*2 主要ESG評価機関5社（CDP、FTSE、MSCI、S&P Dow Jones、Sustainalytics）による外部評価の改善度について相対評価
*3 主要競合他社（株式会社みずほフィナンシャルグループおよび株式会社三井住友フィナンシャルグループ）との相対⽐較 *4 マルス（没収）・クローバック（返還請求）の対象

2

3

1

株式報酬業績連動指標

報酬構成割合

連結ROE・連結経費率
→ 新中計の財務⽬標に合わせ更新

ESG評価
→ 独⾃3指標を追加し、ウエイトを引き上げ

TSR
→ 中⻑期的な企業価値の向上、並びに株主との

利益意識の共有の観点から、新たにTSRを
採⽤

業績等連動報酬割合
→ インセンティブ強化のため、副社⻑以下の業績

等連動報酬割合を引き上げ*1

1

2

3

主な変更点

*4

*4
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